
条 例

�愛媛県条例第２号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例

（愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第２条 省略

２ 別表第３の左欄に掲げる公の施設に、同表の中欄に掲げる支所

を置く。

（指定管理者が管理を行う公の施設）

第１０条 法第２４４条の２第３項の規定に基づき知事が指定する法人

その他の団体（以下「指定管理者」という。）に管理を行わせる

公の施設は、別表第４のとおりとする。

別表第１（第２条関係）

（設置）

第２条 省略

（指定管理者が管理を行う公の施設）

第１０条 法第２４４条の２第３項の規定に基づき知事が指定する法人

その他の団体（以下「指定管理者」という。）に管理を行わせる

公の施設は、別表第３のとおりとする。

別表第１（第２条関係）

名 称 目 的 位 置 名 称 目 的 位 置

省略 省略

愛媛県立保
児童福祉施設において児童の保育に従
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育専門学校
事しようとする者に対し、その業務に

必要な理論を授け、実習を行う。

松山市

愛媛県母子

福祉センタ

ー

母子世帯の経済的自立の助成と生活意

欲の助長に供する。
松山市

省略 省略

愛媛県産業

技術研究所

工業技術及び建設技術に係る試験研究

の総合的企画調整及び情報の提供を行

うとともに、食品産業、繊維産業、紙

産業、窯業その他のものづくりの基盤

となる技術及び建設技術に関する試験

研究、助言等並びに紙に関する展示及

び研究開発又は研修に必要な施設の提

供等を行う。

松山市
愛媛県繊維

産業試験場

繊維産業に関し、試験研究、技術に関

する助言等を行う。
今治市

愛媛県紙産

業研究セン

ター

紙産業に関し、試験研究、技術に関す

る助言、情報の提供等を行うととも

に、紙に関する展示及び研究開発又は

研修に必要な施設等の提供を行う。

四国中

央市

愛媛県工業

技術センタ

ー

工業技術に係る試験研究の総合的企画

調整及び情報の提供を行うとともに、

機械金属、電子、化学工芸、食品加工

に関し、試験研究、技術に関する助言

等を行う。

松山市

愛媛県窯業

試験場

窯業に関し、試験研究、技術に関する

助言等を行う。

伊予郡

砥部町

省略 省略

愛媛県農林

水産研究所

農林水産業、森林及び緑化に関する総

合的試験研究、調査及び技術指導を行

うとともに、県民への花きとの触れ合

いの場の提供、養鶏に関する種卵のふ

化受託、林業、森林及び緑化に関する

研修、展示、知識の普及、指導及び相

談並びに研修施設の提供、水産動物の

種苗の生産及び供給並びに養殖業に係

る水産動物の疾病の予防、診断、治療

等及びこれらの知識の普及を行う。

松山市
愛媛県農業

試験場
農業に関する総合的試験研究を行う。 松山市

愛媛県立果

樹試験場

果樹に関する総合的試験研究及び調査

を行う。
松山市

愛媛県花き

総合指導セ

ンター

花きに関する総合的な指導、研修及び

情報提供並びに栽培技術の実証的な試

験研究及び展示を行うとともに、県民

に花きとの触れ合いの場を提供する。

東温市

愛媛県畜産

試験場

畜産業に関する総合的な試験研究、調

査、技術指導等を行う。
西予市

愛媛県養鶏

試験場

養鶏に関する試験研究、調査、技術者

の養成、種卵のふ化受託等を行う。
西条市

愛媛県林業

技術センタ

ー

林業、森林及び緑化に関する総合的試

験研究、調査、研修、展示、知識の普

及、指導及び相談並びに研修施設等の

提供を行うとともに、林業経営の改善

を図る。

上浮穴

郡久万

高原町
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省略 省略

愛媛県水産

試験場

水産業に関する総合的試験研究及び調

査、水産動物の種苗の生産及び供給並

びに水産増養殖に関する技術指導を行

う。

宇和島

市

愛媛県中予

水産試験場
同 伊予市

愛媛県魚病

指導センタ

ー

養殖業に係る水産動物の疾病の予防、

診断、治療等並びにこれらの知識の普

及及び技術の指導を行う。

宇和島

市

愛媛県建設

研究所

建設工事材料その他土木建築事業に関

する試験研究、調査、技術指導等を行

なう。

松山市

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

名 称 目 的 位 置 所轄区域 名 称 目 的 位 置 所轄区域

愛媛県東予

家畜保健衛

生所

家畜の保健衛生の

向上及び伝染病予

防並びに畜産に関

する技術指導を行

う。

西条市

今治市、新居浜市、

西条市、四国中央市

及び越智郡

愛媛県西条

家畜保健衛

生所

家畜の保健衛生の

向上及び伝染病予

防並びに畜産に関

する技術指導を行

う。

西条市

新居浜市、

西条市及び四国中央

市

愛媛県今治

家畜保健衛

生所

同 今治市 今治市及び越智郡

愛媛県中予

家畜保健衛

生所

省略

愛媛県中央

家畜保健衛

生所

省略

愛媛県南予

家畜保健衛

生所

同
八幡浜

市

宇和島市、八幡浜

市、大洲市、西予

市、喜多郡、西宇和

郡、北宇和郡及び南

宇和郡

愛媛県八幡

浜家畜保健

衛生所

同
八幡浜

市

八幡浜

市、大洲市、西予

市、喜多郡及び西宇

和郡

愛媛県宇和

島家畜保健

衛生所

同
宇和島

市

宇和島市、北宇和郡

及び南宇和郡

別表第３（第２条関係）

施 設 名 称 位 置

愛媛県産業技

術研究所

繊維産業技術センター 今治市

紙産業技術センター 四国中央市

窯業技術センター 伊予郡砥部町

花き研究指導室 東温市

果樹研究センター 松山市

果樹研究センターみかん研究

所
宇和島市

愛媛県農林水

産研究所

畜産研究センター 西予市

畜産研究センター養鶏研究所 西条市

林業研究センター
上浮穴郡久万

高原町

水産研究センター 宇和島市

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１

３



水産研究センター栽培資源研

究所
伊予市

愛媛県東予家

畜保健衛生所
今治支所 今治市

愛媛県南予家

畜保健衛生所
宇和島支所 宇和島市

別表第４（第１０条関係） 別表第３（第１０条関係）

１～７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

１～７ 省略

８ 愛媛県母子福祉センター

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

第２条 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 目 的 位 置 名 称 目 的 位 置

省略 省略

愛媛県生活

文化センタ

ー

省略

愛媛県生活

文化センタ

ー

省略

萬翠荘

県民の文化財に対する理解を深めるた

め、歴史的建造物として保存し、公開

するとともに、県民の文化の振興を図

るため、各種の行事又は集会に必要な

施設を提供する。

松山市

省略

別表第４（第１０条関係） 別表第４（第１０条関係）

１・２ 省略

３ 萬翠荘

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１・２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略
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１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

（家畜保健衛生所条例の一部改正）

第３条 家畜保健衛生所条例（昭和２５年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１条 家畜保健衛生所法（昭和２５年法律第１２号）第１条の規定に

よつて家畜保健衛生所を設置し、その位置、名称及び管轄区域を

別表第１のとおり定める。

２ 家畜保健衛生所に別表第２のとおり支所を置く。

第２条 省略

第３条 省略

第４条 省略

別表第１（第１条関係）

家畜保健衛生所の名称、位置及び管轄区域

第１条 家畜保健衛生所法（昭和２５年法律第１２号）第１条の規定に

よつて家畜保健衛生所を設置し、その位置、名称及び管轄区域を

別表 のとおり定める。

第２条 知事は、家畜保健衛生所の事務を分掌させるため、所要の

地に家畜保健衛生所の支所を設置することができる。

２ 家畜保健衛生所の支所の位置、名称及び管轄区域は、別に知事

が定めて告示する。

第３条 省略

第４条 省略

第５条 省略

別表 （第１条関係）

家畜保健衛生所の名称、位置及び管轄区域

名 称 位 置 管 轄 区 域 名 称 位 置 管 轄 区 域

愛媛県東予家畜保

健衛生所
西条市

今治市、新居浜市、西条

市、四国中央市及び越智郡

愛媛県西条家畜保

健衛生所
西条市

新居浜市、西条

市及び四国中央市

愛媛県今治家畜保

健衛生所
今治市 今治市及び越智郡

愛媛県中予家畜保

健衛生所
省略

愛媛県中央家畜保

健衛生所
省略

愛媛県南予家畜保

健衛生所
八幡浜市

宇和島市、八幡浜市、大洲

市、西予市、喜多郡、西宇

和郡、北宇和郡及び南宇和

郡

愛媛県八幡浜家畜

保健衛生所
八幡浜市

八幡浜市、大洲

市、西予市、喜多郡及び西

宇和郡

愛媛県宇和島家畜

保健衛生所
宇和島市

宇和島市、北宇和郡及び南

宇和郡

別表第２（第１条関係）

支所の名称及び位置

名 称 位 置

愛媛県東予家畜保健衛生所今治支所 今治市

愛媛県南予家畜保健衛生所宇和島支所 宇和島市

（愛媛県病害虫防除所等に関する条例の一部改正）

第４条 愛媛県病害虫防除所等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第１７号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（総則）

第１条 植物防疫法（昭和２５年法律第１５１号）第３２条第２項の規定

による病害虫防除所の位置、名称及び管轄区域

並びに同法第３３条第１項の規定による病害虫防除員を

置く区域は、この条例の定めるところによる。

第３条 省略

（総則）

第１条 植物防疫法（昭和２５年法律第１５１号）第３２条第２項の規定

による病害虫防除所の位置、名称及び管轄区域、病害虫防除所の

支所の設置並びに同法第３３条第１項の規定による病害虫防除員を

置く区域は、この条例の定めるところによる。

（病害虫防除所の支所の設置）

第３条 病害虫防除所に、規則で定めるところにより、支所を置く

ことができる。

第４条 省略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２１年４月１日から施行する。

（愛媛県建設研究所使用料条例等の廃止）

２ 次に掲げる条例は、廃止する。

� 愛媛県建設研究所使用料条例（昭和３８年愛媛県条例第２１号）

� 愛媛県林業技術センター使用料条例（平成２年愛媛県条例第２４号）

� 愛媛県母子福祉センター管理条例（平成１７年愛媛県条例第５４号）

（家畜保健衛生所条例の一部改正に伴う経過措置）

３ この条例の施行前に次の表の左欄に掲げる家畜保健衛生所長がした処分その他の行為（以下「処分等」という。）は、同表の右欄に掲

げる家畜保健衛生所長がした処分等とみなし、この条例の施行前に同表の左欄に掲げる家畜保健衛生所長に対してなされた申請その他の

行為（以下「申請等」という。）は、同表の右欄に掲げる家畜保健衛生所長に対してなされた申請等とみなす。

西条家畜保健衛生所長 東予家畜保健衛生所長

今治家畜保健衛生所長 東予家畜保健衛生所長

中央家畜保健衛生所長 中予家畜保健衛生所長

八幡浜家畜保健衛生所長 南予家畜保健衛生所長

宇和島家畜保健衛生所長 南予家畜保健衛生所長

（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

４ 職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特殊勤務手当の種類）

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 産業技術研究所 、衛生環境研究所等に勤

務する職員の特殊勤務手当

�～� 省略

� 家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定所に勤務する職員の特殊勤

務手当

�～	 省略

（産業技術研究所 、衛生環境研究所等に勤務

する職員の特殊勤務手当）

第９条 産業技術研究所 、衛生環境研究所等に

勤務する職員の特殊勤務手当は、当該職員が、産業技術研究所

、衛生環境研究所等において人体に有害なガ

スの発生を伴う業務、特に危険性を有する薬品を取り扱う業務又

は病理細菌を取り扱う業務に従事したときに支給する。

（特殊勤務手当の種類）

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 工業技術センター、繊維産業試験場、衛生環境研究所等に勤

務する職員の特殊勤務手当

�～� 省略

� 家畜保健衛生所 に勤務する職員の特殊勤

務手当

�～	 省略

（工業技術センター、繊維産業試験場、衛生環境研究所等に勤務

する職員の特殊勤務手当）

第９条 工業技術センター、繊維産業試験場、衛生環境研究所等に

勤務する職員の特殊勤務手当は、当該職員が、工業技術センタ

ー、繊維産業試験場、衛生環境研究所等において人体に有害なガ

スの発生を伴う業務、特に危険性を有する薬品を取り扱う業務又

は病理細菌を取り扱う業務に従事したときに支給する。
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（家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定所に勤務する職員の特殊勤務

手当）

第４９条 家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定所に勤務する職員の特殊

勤務手当は、家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定所 に勤務

する獣医師が家畜保健衛生所法（昭和２５年法律第１２号）第３条に

規定する業務に従事したときに支給する。

（潜水手当）

第５１条 潜水手当は、農林水産研究所水産研究センターに勤務する

職員が海中の魚礁の状況、魚介類の育成状況等を調査するため、

潜水器具を着用して潜水作業に従事したときに支給する。

（家畜保健衛生所 に勤務する職員の特殊勤務

手当）

第４９条 家畜保健衛生所 に勤務する職員の特殊

勤務手当は、家畜保健衛生所（家畜病性鑑定室を含む。）に勤務

する獣医師が家畜保健衛生所法（昭和２５年法律第１２号）第３条に

規定する業務に従事したときに支給する。

（潜水手当）

第５１条 潜水手当は、水産試験場 に勤務する

職員が海中の魚礁の状況、魚介類の育成状況等を調査するため、

潜水器具を着用して潜水作業に従事したときに支給する。

（愛媛県家畜種付手数料条例の一部改正）

５ 愛媛県家畜種付手数料条例（昭和３３年愛媛県条例第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「県の機関」とは、愛媛県農林水産研究

所畜産研究センター及び家畜保健衛生所をいう。

２・３ 省略

（定義）

第２条 この条例において「県の機関」とは、愛媛県畜産試験場

及び家畜保健衛生所をいう。

２・３ 省略

（愛媛県農業試験場使用料条例の一部改正）

６ 愛媛県農業試験場使用料条例（昭和３８年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県農林水産研究所使用料条例

（使用料の納付）

第１条 愛媛県農林水産研究所に分析、試験、鑑定若しくは測定

（以下「分析等」という。）を依頼しようとする者又は愛媛県農

林水産研究所の施設（以下「施設」という。）を使用しようとす

る者は、この条例の定めるところにより使用料を納めなければな

らない。

（使用料の額）

第２条 使用料の額は、別表

に定める額の範囲内で知事が定める額とする。ただし、特

別の経費を必要とする分析等に係る使用料の額は、実費を基準と

して知事が定める額とする。

（使用料の納付時期）

第３条 使用料は、分析等を依頼した際又は施設の使用の前に納め

なければならない。ただし、知事が必要と認めるときは、後納さ

せることができる。

（使用料の減免）

第４条 知事は、公共団体の依頼による場合において、公益上特に

必要があると認めるときは、使用料を減免することができる。

（既納の使用料）

第５条 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、施設の使用

料にあつては、次の各号のいずれかに該当するときは、この限り

愛媛県農業試験場使用料条例

（使用料の納付）

第１条 愛媛県農業試験場に土じよう又は肥料の分析又は鑑定

（以下「分析等」という。）を依頼しようとする者

は、この条例の定めるところにより使用料を納めなければな

らない。

（使用料の額）

第２条 使用料の額は、次の各号に定める区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額の範囲内で知事が定める額とする。

� 土じようの定性分析 １点１成分につき ５００円

� 土じようの定量分析 同 １，０００円

� 肥料の定性分析 同 ５００円

� 肥料の定量分析 同 １，０００円

� 肥料の鑑定 同 １，０００円

（使用料の納付時期）

第３条 使用料は、分析等を依頼した際 に納め

なければならない。

（使用料の免除）

第４条 知事は、公共団体の依頼による場合において、公益上特に

必要があると認めるときは、使用料を免除することができる。

（既納の使用料）

第５条 既に納付した使用料は、還付しない。
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でない。

� 天災その他施設を使用する者の責めに帰することができない

理由により施設の使用が不能となつたとき。

� 施設を使用する者が規則で定める日までに使用の取消しを申

し出て、知事がやむを得ないと認めたとき。

別表（第２条関係）

１ 分析等に係る使用料

区分 種別 単位 金額

農業関係 土壌の定性分析 １件につき ５００円

土壌の定量分析 １件につき １，０００円

肥料の定性分析 １件につき ５００円

肥料の定量分析 １件につき １，０００円

肥料の鑑定 １件につき １，０００円

林業関係 木材の材質試験 １件につき ５，８１０円

木材の強度試験 １件につき ７，９５０円

水の化学分析 １件につき １２，３３０円

土壌物理性測定 １件につき １１，０００円

土質試験 １件につき ６，５２０円

土壌養分分析 １件につき ６，８３０円

造林用苗木の品種分析 １件につき ３，０６０円

２ 施設の使用料

区分 単位 金額

林業研究センター研修室 １日につき ６，３１０円

�愛媛県条例第３号
職員の分限に関する条例及び職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の分限に関する条例及び職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

（職員の分限に関する条例の一部改正）

第１条 職員の分限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休職の事由）

第２条 任命権者は、愛媛県立医療技術大学の学長、学部長、教

授、准教授、講師 （常時勤務する者に限る。）及び助教並びに

助手が学校、研究所、病院その他人事委員会の指定する公共的施

設において、その職務に関連があると認められる学術に関する事

項の調査、研究又は指導に従事する場合（外国の地方公共団体の

機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県

条例第４号）第２条第１項の規定による派遣の場合を除く。）に

は、これらを休職にすることができる。

（休職の事由）

第２条 任命権者は、愛媛県立医療技術大学の学長、学部長、教

授、准教授及び講師（常時勤務する者に限る。） 並びに

助手が学校、研究所、病院その他人事委員会の指定する公共的施

設において、その職務に関連があると認められる学術に関する事

項の調査、研究又は指導に従事する場合（外国の地方公共団体の

機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県

条例第４号）第２条第１項の規定による派遣の場合を除く。）に

は、これらを休職にすることができる。

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第２条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１

８



��������������

改 正 後 改 正 前

別表第５（第３条関係）

大学教育職員給料表

別表第５（第３条関係）

大学教育職員給料表

省略 省略

備考 この表は、愛媛県立医療技術大学に勤務する学長、学部

長、教授、准教授、講師、助教及び助手に適用する。

備考 この表は、愛媛県立医療技術大学に勤務する学長、学部

長、教授、准教授、講師 及び助手に適用する。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第４号
職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（初任給調整手当）

第１８条の４ 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当

該各号に掲げる額を超えない範囲内の額を、第１号及び第２号に

掲げる職に係るものにあつては採用の日から３５年以内、第３号に

掲げる職に係るものにあつては採用の日から１０年以内、第４号に

掲げる職に係るものにあつては採用の日から５年以内の期間、採

用の日（第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあつては、採

用の日から人事委員会規則で定める期間を経過した日）から１年

を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当として支給す

る。

�・� 省略

� 獣医学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠

員の補充が困難であると認められる職で人事委員会規則で定め

るもの 月額３０，０００円

� 前３号に掲げる職以外の職のうち特殊な専門的知識を必要と

し、かつ、採用による欠員の補充について特別の事情があると

認められる職で人事委員会規則で定めるもの 月額２，５００円

２・３ 省略

附 則

１２ 省略

１３ 平成２０年４月１日に愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条

例（昭和３９年愛媛県条例第２号）に規定する愛媛県立衛生環境研

究所、愛媛県産業技術研究所又は愛媛県農林水産研究所に勤務

し、新たに行政職給料表の適用を受けることとなつた職員（職務

内容を考慮して人事委員会規則で定める職員に限る。）であつ

て、同日の前日に愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例等

の一部を改正する条例（平成２０年愛媛県条例第２号）第１条の規

定による改正前の愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例に

規定する愛媛県立衛生環境研究所、愛媛県繊維産業試験場、愛媛

県紙産業研究センター、愛媛県工業技術センター、愛媛県窯業試

験場、愛媛県農業試験場、愛媛県立果樹試験場、愛媛県花き総合

指導センター、愛媛県畜産試験場、愛媛県養鶏試験場、愛媛県林

（初任給調整手当）

第１８条の４ 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当

該各号に掲げる額を超えない範囲内の額を、第１号及び第２号に

掲げる職に係るものにあつては採用の日から３５年以内、第３号に

掲げる職に係るものにあつては採用の日から５年以内の期間、採

用の日（第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあつては、採

用の日から人事委員会規則で定める期間を経過した日）から１年

を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当として支給す

る。

�・� 省略

� 前２号に掲げる職以外の職のうち特殊な専門的知識を必要と

し、かつ、採用による欠員の補充について特別の事情があると

認められる職で人事委員会規則で定めるもの 月額２，５００円

２・３ 省略

附 則

１２ 省略

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１
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業技術センター、愛媛県水産試験場、愛媛県中予水産試験場又は

愛媛県建設研究所に勤務し、研究職給料表の適用を受けていたも

ののうち、その者の受ける給料又は管理職手当の月額がそれぞれ

同日に受けていた給料又は管理職手当の月額を限度として人事委

員会規則で定める額に達しないこととなる職員（その者の受ける

給料及び管理職手当の月額その他の事情を考慮して人事委員会規

則で定める職員を除く。）には、給料及び管理職手当の月額のほ

か、それぞれその差額に相当する額に、次の各号に掲げる期間の

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額を給料又は管

理職手当として支給する。

� 平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで １００分の７５

� 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで １００分の５０

� 平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで １００分の２５

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

２ 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

３７ 省略

３８ 職員の給与に関する条例附則第１３項の規定の適用を受ける職員

が退職した場合における退職手当の額の計算の基礎となる給料月

額は、同項の規定の適用がないとした場合において受けるべき給

料月額とする。

附 則

３７ 省略

（知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部改正）

３ 知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成１７年愛媛県条例第８８号。以下「職員給与改正条例」という。）

附則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職員に

あっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の合計額）

は、職員給与条例第３条から第４条の２まで及び附則第１３項の規

定、職員給与改正条例附則第７項から第９項までの規定、教育職

員給与条例第４条から第７条の２までの規定、任期付研究員条例

第５条の規定並びに任期付職員条例第７条の規定にかかわらず、

これらの規定により定められた額から当該額に、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得

た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨て

た額）を減じて得た額とする。ただし、給料の調整額及び退職手

当の額の算出の基礎となる給料月額については、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成１７年愛媛県条例第８８号。以下「職員給与改正条例」という。）

附則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職員に

あっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の合計額）

は、職員給与条例第３条から第４条の２まで の規

定、職員給与改正条例附則第７項から第９項までの規定、教育職

員給与条例第４条から第７条の２までの規定、任期付研究員条例

第５条の規定及び 任期付職員条例第７条の規定にかかわらず、

これらの規定により定められた額から当該額に、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得

た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨て

た額）を減じて得た額とする。ただし、給料の調整額及び退職手

当の額の算出の基礎となる給料月額については、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略
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３ 職員の管理職手当の月額は、職員給与条例第１８条の２第２項及

び附則第１３項の規定又は教育職員給与条例第１７条の３第２項の規

定にかかわらず、これらの規定により定められた額から当該額

に、１００分の７．５を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額とする。

３ 職員の管理職手当の月額は、職員給与条例第１８条の２第２項

の規定又は教育職員給与条例第１７条の３第２項の規

定にかかわらず、これらの規定により定められた額から当該額

に、１００分の７．５を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額とする。

�愛媛県条例第５号
知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、県の財政事情を踏まえ、知事等及び職員の給

料、管理職手当及び地域手当その他の給与（給料月額を算出の基

礎とするもの（退職手当を除く。）に限る。）を減額するため、

これらの者の給料月額等について、特別職の職員の給与及びその

他の給付に関する条例（昭和２８年愛媛県条例第７号。以下「特別

職給与条例」という。）、教育長の給与、退職手当、旅費及び勤

務時間等に関する条例（昭和３１年愛媛県条例第５２号。以下「教育

長給与条例」という。）、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛

媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」という。）、教育職員の

給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号。以下「教育職員

給与条例」という。）、一般職の任期付研究員の採用等に関する

条例（平成１３年愛媛県条例第４６号。以下「任期付研究員条例」と

いう。）、一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号。以下「任期付職員条例」という。）その他の

給与に関する条例の特例を定めるものとする。

（知事、副知事、管理者及び常勤の監査委員の給与の特例）

第２条 知事、副知事、管理者及び常勤の監査委員の給料月額は、

特別職給与条例別表第１の規定にかかわらず、同表給料月額の欄

に掲げる額から当該額に、次の各号に掲げる者の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を減じて得た額とす

る。ただし、退職手当の額の算出の基礎となる給料月額は、それ

ぞれ同欄に掲げる額とする。

� 知事 １００分の２５

� 副知事 １００分の１８

� 管理者及び常勤の監査委員 １００分の１５

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成１７年愛媛県条例第８８号。以下「職員給与改正条例」という。）

附則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職員に

あっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の合計額）は、

職員給与条例第３条から第４条の２までの規定、職員給与改正条

例附則第７項から第９項までの規定、教育職員給与条例第４条か

ら第８条 までの規定、任期付研究員条例第５条の規定及び任

期付職員条例第７条の規定にかかわらず、これらの規定により定

（趣旨）

第１条 この条例は、県の財政事情を踏まえ、知事等及び職員の給

料及び手当 その他の給与（給料月額を算出の基

礎とするもの（退職手当を除く。）に限る。）を減額するため、

これらの者の給料月額等について、特別職の職員の給与及びその

他の給付に関する条例（昭和２８年愛媛県条例第７号。以下「特別

職給与条例」という。）、教育長の給与、退職手当、旅費及び勤

務時間等に関する条例（昭和３１年愛媛県条例第５２号。以下「教育

長給与条例」という。）、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛

媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」という。）、教育職員の

給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号。以下「教育職員

給与条例」という。）、一般職の任期付研究員の採用等に関する

条例（平成１３年愛媛県条例第４６号。以下「任期付研究員条例」と

いう。）、一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号。以下「任期付職員条例」という。）その他の

給与に関する条例の特例を定めるものとする。

（知事、副知事、管理者及び常勤の監査委員の給与の特例）

第２条 知事、副知事、管理者及び常勤の監査委員の給料月額は、

特別職給与条例別表第１の規定にかかわらず、同表給料月額の欄

に掲げる額から当該額に、次の各号に掲げる者の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を減じて得た額とす

る。ただし、退職手当の額の算出の基礎となる給料月額は、それ

ぞれ同欄に掲げる額とする。

� 知事 １００分の２０

� 副知事、管理者及び常勤の監査委員 １００分の１５

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成１７年愛媛県条例第８８号。以下「職員給与改正条例」という。）

附則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職員に

あっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の合計額）は、

職員給与条例第３条から第４条の２までの規定、職員給与改正条

例附則第７項から第９項までの規定、教育職員給与条例第４条か

ら第７条の２までの規定、任期付研究員条例第５条の規定及び任

期付職員条例第７条の規定にかかわらず、これらの規定により定
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められた額から当該額に、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額

とする。ただし、給料の調整額及び退職手当の額の算出の基礎と

なる給料月額については、この限りでない。

�～� 省略

２・３ 省略

附 則

２ この条例は、平成２１年３月３１日限り、その効力を失う。

められた額から当該額に、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額

とする。ただし、給料の調整額及び退職手当の額の算出の基礎と

なる給料月額については、この限りでない。

�～� 省略

２・３ 省略

附 則

２ この条例は、平成２０年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第６号
知事の給料の減額に関する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

知事の給料の減額に関する条例

平成２０年４月分及び同年５月分の知事の給料月額は、知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）第２条本

文の規定にかかわらず、同条本文の規定による額からその１０分の１に相当する額を減じて得た額とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第７号
愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例

愛媛県特別会計条例（昭和３９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定に

より、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に掲げ

る目的のため、設置する。

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定に

より、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に掲げ

る目的のため、設置する。

名 称 目 的 名 称 目 的

省略 省略

自動車集中管理特

別会計

省略 自動車集中管理特

別会計

省略

公債管理特別会計 公債費の経理の適正

省略 省略

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第８号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～７９ 省略 １～７９ 省略

７９の２ 薬事法

第３６条の４第

１項の規定に

基づく登録販

売者試験の実

施

登録販

売者試

験手数

料

１５，０００円

７９の３ 薬事法

第３６条の４第

２項の規定に

基づく薬事法

施 行 規 則 第

１５９条の７第

１項に規定す

る販売従事登

録の申請に対

する審査

販売従

事登録

申請手

数料

８，５００円

７９の４ 省略 ７９の２ 省略

７９の５ 省略 ７９の３ 省略

８０～８７ 省略 ８０～８７ 省略

８７の２ 薬事法

施 行 規 則 第

１５９条の１１第

１項の規定に

基づく販売従

事登録証の書

換え交付

販売従

事登録

証書換

え交付

手数料

２，０００円

８７の３ 薬事法

施 行 規 則 第

１５９条の１２第

１項の規定に

基づく販売従

事登録証の再

交付

販売従

事登録

証再交

付手数

料

２，９００円

８８～１０６ 省略 ８８～１０６ 省略

１０６の２ 介護

保険法第１１５

条の２９第２項

の規定に基づ

く介護サービ

ス情報の調査

介護サ

ービス

情報の

調査手

数料

４１，０００円 １０６の２ 介護

保険法第１１５

条の２９第２項

の規定に基づ

く介護サービ

ス情報の調査

介護サ

ービス

情報の

調査手

数料

４６，０００円
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１０７ 介護保険

法第１１５条の

２９第３項の規

定に基づく介

護サービス情

報の公表

介護サ

ービス

情報の

公表手

数料

１１，０００円 １０７ 介護保険

法第１１５条の

２９第３項の規

定に基づく介

護サービス情

報の公表

介護サ

ービス

情報の

公表手

数料

１５，８００円

１０８～１１３ 省略 １０８～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３・４ 省略

５ 土木関係事務手数料

３・４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～６９ 省略 １～６９ 省略

７０ 租税特別措

置法（昭和３２

年 法 律 第２６

号）第２８条の

４第３項第５

号イ若しくは

第６３条第３項

第５号イ又は

第３１条の２第

２項第１５号ハ

若しくは第６２

条の３第４項

第１５号ハに規

定する宅地の

造成が優良な

宅地の供給に

寄与するもの

であることに

ついての認定

の申請に対す

る審査

省略 ７０ 租税特別措

置法（昭和３２

年 法 律 第２６

号）第２８条の

４第３項第５

号イ若しくは

第６３条第３項

第５号イ又は

第３１条の２第

２項第１４号ハ

若しくは第６２

条の３第４項

第１４号ハに規

定する宅地の

造成が優良な

宅地の供給に

寄与するもの

であることに

ついての認定

の申請に対す

る審査

省略

７１ 租税特別措

置法第２８条の

４第３項第６

号若しくは第

６３条第３項第

６号又は第３１

条の２第２項

第１６号ニ若し

くは第６２条の

３第４項第１６

号ニに規定す

る住宅の新築

が優良な住宅

の供給に寄与

するものであ

ることについ

ての認定の申

請に対する審

査

省略 ７１ 租税特別措

置法第２８条の

４第３項第６

号若しくは第

６３条第３項第

６号又は第３１

条の２第２項

第１５号ニ若し

くは第６２条の

３第４項第１５

号ニに規定す

る住宅の新築

が優良な住宅

の供給に寄与

するものであ

ることについ

ての認定の申

請に対する審

査

省略
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７２・７３ 省略 ７２・７３ 省略

７４ 租税特別措

置法施行令第

２０条の２第１３

項又は第３８条

の４第２２項に

規定する要件

に該当する事

業であること

についての認

定の申請に対

する審査

省略 ７４ 租税特別措

置法施行令第

２０条の２第１１

項又は第３８条

の４第２１項に

規定する要件

に該当する事

業であること

についての認

定の申請に対

する審査

省略

７５～１０２ 省略 ７５～１０２ 省略

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、別表５の表７０の項、７１の項及び７４の項の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第９号
愛媛県公益認定等審議会条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公益認定等審議会条例

（趣旨）

第１条 この条例は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第５０条第２項の規定に基づき、同条第

１項の審議会その他の合議制の機関として設置される愛媛県公益認定等審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な

事項を定めるものとする。

（組織）

第２条 審議会は、委員３人以上５人以内で組織する。

（委員）

第３条 委員は、人格が高潔であって、審議会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、法律、会計又は公益法人に

係る活動に関して優れた識見を有する者のうちから、知事が任命する。

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 委員は、再任されることができる。

（職権の行使）

第４条 委員は、独立してその職権を行う。

（委員の身分保障）

第５条 委員は、審議会により、心身の故障のため職務の執行ができないと認められた場合又は職務上の義務違反その他委員たるに適しな

い非行があると認められた場合を除いては、在任中、その意に反して罷免されることがない。

（委員の服務）

第６条 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

２ 委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運動をしてはならない。

（会長）

第７条 審議会に会長を置く。

２ 会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

（専門委員）

第８条 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。

２ 専門委員は、当該専門の事項に関して十分な知識又は経験を有する者のうちから、知事が任命する。

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。
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４ 第６条の規定は、専門委員について準用する。

（部会）

第９条 審議会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

（会議）

第１０条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

４ 審議会の会議は、公開しない。

５ 前各項の規定は、部会の議事について準用する。この場合において、第１項中「会長」とあるのは「部会長」と、第２項及び第３項中

「委員」とあるのは「委員及び専門委員」と読み替えるものとする。

（庶務）

第１１条 審議会の庶務は、総務部において総括し、及び処理する。ただし、他部の所管に属する公益法人に係るものについては、当該公益

法人を所管する部において処理する。

（雑則）

第１２条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１０号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１ 公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。

以下この項において「法」という。）に基

づく事務のうち、次に掲げるもの（漁港漁

場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第２５条第

１項第１号及び第２項の規定により市が管

理する漁港の区域内に限る。）

� 法第２条第１項の規定に基づく免許に

関する事務

� 法第３条第１項（法第１３条の２第２項

（法第４２条第３項において準用する場合

を含む。）及び法第４２条第３項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく

告示、縦覧及び意見の徴取に関する事務

� 法第３条第２項（法第１３条の２第２項

（法第４２条第３項において準用する場合

を含む。）及び法第４２条第３項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく

通知に関する事務

� 法第３条第３項（法第１３条の２第２項

今治市、新

居浜市及び

四国中央市
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（法第４２条第３項において準用する場合

を含む。）及び法第４２条第３項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく

意見書の受理に関する事務

� 法第６条第３項（法第４２条第３項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基

づく裁定に関する事務

� 法第１０条（法第４２条第３項において準

用する場合を含む。）の規定に基づく代

替施設等の設置又は補償の命令に関する

事務

� 法第１１条（法第１３条の２第２項（法第

４２条第３項において準用する場合を含

む。）及び法第４２条第３項において準用

する場合を含む。）の規定に基づく免許

の告示に関する事務

� 法第１２条第１項の規定に基づく免許料

の徴収に関する事務

� 法第１３条の規定に基づく工事の着手及
しゅん

び竣功の時期の指定に関する事務

� 法第１３条の２第１項（法第４２条第３項

において準用する場合を含む。）の規定

に基づく埋立てに関する事項の変更及び

期間の伸長の許可に関する事務

� 法第１４条第１項（同条第４項（法第４２

条第３項において準用する場合を含

む。）及び法第４２条第３項において準用

する場合を含む。）の規定に基づく他人

の土地に対する立入り又は一時使用の許

可に関する事務

� 法第１６条第１項の規定に基づく埋立権

の譲渡の許可に関する事務

	 法第２０条の規定に基づく権利義務の承

継の届出の受理に関する事務
しゅん


 法第２２条第１項の規定に基づく竣功認

可に関する事務
しゅん

� 法第２２条第２項の規定に基づく竣功認

可の告示及び書面等の送付に関する事務

� 法第２３条第１項ただし書の規定に基づ
しゅん

く竣功認可の告示の日前の埋立地の工作

物設置の許可に関する事務


 法第２４条第１項ただし書の規定に基づ

く埋立地の帰属の指定に関する事務

� 法第２７条第１項の規定に基づく埋立地

に関する権利の移転又は設定の許可に関

する事務

� 法第２９条第１項の規定に基づく埋立地

の用途変更の許可に関する事務

� 法第３０条の規定に基づく災害防止に関

する義務の命令に関する事務

� 法第３１条（法第４２条第３項において準

用する場合を含む。）の規定に基づく工

事施行区域内にある物件の除却の命令に
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関する事務

� 法第３２条第１項（法第３６条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく免

許その他の処分の取消し、効力の制限若

しくは条件の変更、工作物その他の物件

の改築若しくは除却、損害防止施設の設

置又は原状回復の命令に関する事務

� 法第３２条第２項の規定に基づく損害の

補償の命令に関する事務

� 法第３３条第１項の規定に基づく事実の

更正又は損害防止施設の設置の命令に関

する事務

� 法第３４条第１項ただし書の規定に基づ

く免許の効力の復活に関する事務

� 法第３４条第２項の規定に基づく免許条

件の変更に関する事務

� 法第３５条第１項ただし書（法第３６条に

おいて準用する場合を含む。）の規定に

基づく免許失効の場合の原状回復義務の

免除に関する事務

� 法第３５条第２項（法第３６条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく土

砂その他の物件の国への帰属の処分に関

する事務

� 法第４２条第１項の規定に基づく国が行

う埋立ての承認に関する事務

	 法第４２条第２項の規定に基づく国が行
しゅん

う埋立ての竣功通知の受理に関する事務


 法第４３条の規定に基づく国が埋め立て

た土地の公共団体への帰属の指定に関す

る事務

１の２ 省略 １ 省略

１の３ 省略 １の２ 省略

２～７の２ 省略 ２～７の２ 省略

７の３ 国有財産法に基づく事務のうち、前

項に掲げるもの（漁港漁場整備法第２５条第

１項第１号及び第２項の規定により市町が

管理する漁港の区域内に所在する農林水産

大臣の所管に属する国有財産に係るものに

限る。）

松山市、八

幡浜市、西

条市、伊予

市、西予市

及び伊方町

７の４ 国有財産法に基づく事務のうち、７

の２の項に掲げるもの（港湾法（昭和２５年

法律第２１８号）第３７条の２第１項の規定によ

り市町が指定した港湾隣接地域内に所在す

る国土交通大臣の所管に属する国有財産に

係るものに限る。）

松山市、八

幡浜市、西

予市及び伊

方町

８・９ 省略 ８・９ 省略

１０ 医師法（昭和２３年法律第２０１号。以下この

項において「法」という。）及び法の施行

のための規則に基づく事務のうち、次に掲

げるもの

保健所を設

置する市

１０ 医師法（昭和２３年法律第２０１号。以下この

項において「法」という。）及び法の施行

のための規則に基づく事務のうち、次に掲

げるもの

保健所を設

置する市
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� 省略

� 医師法施行令（昭和２８年政令第３８２号。

以下この項において「政令」という。）

第３条の規定により知事を経由する法第

６条第１項の規定に基づく免許の申請の

受付及び当該申請に係る申請書の知事へ

の送付に関する事務並びに免許証の交付

に関する事務

� 政令第５条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく医籍

の訂正の申請の受付及び当該申請に係る

申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第６条第１項の規定により知事を

経由する同項の規定に基づく医籍の登録

の抹消の申請の受付及び当該申請に係る

申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第８条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の書換え交付の申請の受付及び当該申

請に係る申請書の知事への送付に関する

事務並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第９条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の再交付の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第９条第５項及び第１０条の規定に

より知事を経由するこれらの規定に基づ

く免許証の返納の受付及び知事への送付

に関する事務

� 省略

� 医師法施行令（昭和２８年政令第３８２号。

以下この項において「政令」という。）

第１条の規定により知事を経由する法第

６条第１項の規定に基づく免許の申請の

受付及び当該申請に係る申請書の知事へ

の送付に関する事務並びに免許証の交付

に関する事務

� 政令第３条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく医籍

の訂正の申請の受付及び当該申請に係る

申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第４条第１項の規定により知事を

経由する同項の規定に基づく医籍の登録

の抹消の申請の受付及び当該申請に係る

申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第５条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の書換え交付の申請の受付及び当該申

請に係る申請書の知事への送付に関する

事務並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第６条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の再交付の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第６条第５項及び第７条の規定に

より知事を経由するこれらの規定に基づ

く免許証の返納の受付及び知事への送付

に関する事務

１１ 歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号。以下

この項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

� 省略

� 歯科医師法施行令（昭和２８年政令第３８３

号。以下この項において「政令」とい

う。）第３条の規定により知事を経由す

る法第２条の規定に基づく免許の申請の

受付及び当該申請に係る申請書の知事へ

の送付に関する事務並びに免許証の交付

に関する事務

� 政令第５条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく歯科

医籍の訂正の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第６条第１項の規定により知事を

経由する同項の規定に基づく歯科医籍の

登録の抹消の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第８条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

保健所を設

置する市

１１ 歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号。以下

この項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

� 省略

� 歯科医師法施行令（昭和２８年政令第３８３

号。以下この項において「政令」とい

う。）第１条の規定により知事を経由す

る法第２条の規定に基づく免許の申請の

受付及び当該申請に係る申請書の知事へ

の送付に関する事務並びに免許証の交付

に関する事務

� 政令第３条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく歯科

医籍の訂正の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第４条第１項の規定により知事を

経由する同項の規定に基づく歯科医籍の

登録の抹消の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

� 政令第５条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

保健所を設

置する市
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証の書換え交付の申請の受付及び当該申

請に係る申請書の知事への送付に関する

事務並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第９条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の再交付の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第９条第５項及び第１０条の規定に

より知事を経由するこれらの規定に基づ

く免許証の返納の受付及び知事への送付

に関する事務

証の書換え交付の申請の受付及び当該申

請に係る申請書の知事への送付に関する

事務並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第６条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の再交付の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第６条第５項及び第７条の規定に

より知事を経由するこれらの規定に基づ

く免許証の返納の受付及び知事への送付

に関する事務

１２ 省略 １２ 省略

１３ 歯科衛生士法（昭和２３年法律第２０４号）に

基づく事務のうち、同法第６条第３項の規

定に基づく氏名等の届出の受付及び当該届

出に係る届出書の知事への送付に関する事

務

保健所を設

置する市

１３ 歯科衛生士法（昭和２３年法律第２０４号）に

基づく事務のうち、同法第７条第３項の規

定に基づく氏名等の届出の受付及び当該届

出に係る届出書の知事への送付に関する事

務

保健所を設

置する市

１４ 医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下この

項において「法」という。）及び法の施行

のための規則に基づく事務のうち、次に掲

げるもの（第１８号の２から第４４号まで及び

第４９号から第５２号までの事務については、

２以上の市町の区域において病院、診療所

若しくは介護老人保健施設又は法第４２条に

規定する業務を行う施設を開設する医療法

人に係るものを除く。）

�～� 省略

�の２ 法第４２条の２第１項の規定に基づ

く社会医療法人の認定に関する事務

� 省略

� 法第４２条の２第２項、第４５条第２項、

第５５条第４項（法第５７条第５項において

準用する場合を含む。）、第６４条第３

項、第６４条の２第２項及び第６６条第２項

の規定に基づく愛媛県医療審議会の意見

聴取に関する事務

�～� 省略

	 法第６４条の２第１項の規定に基づく社

会医療法人の認定の取消し及び収益業務

の停止の命令に関する事務


～� 省略

�の２ 医療法施行令（昭和２３年政令第３２６

号。以下この項において「政令」とい

う。）第３条の３の規定に基づく診療所

の病床の設置の届出の受付及び当該届出

に係る届出書の知事への送付に関する事

務

� 政令

第４条第１項の規定に基づく病院の開設

者の住所等の変更の届出の受付及び当該

保健所を設

置する市

１４ 医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下この

項において「法」という。）及び法の施行

のための規則に基づく事務のうち、次に掲

げるもの（第１９号 から第４４号まで及び

第４９号から第５２号までの事務については、

２以上の市町の区域において病院、診療所

若しくは介護老人保健施設又は法第４２条に

規定する業務を行う施設を開設する医療法

人に係るものを除く。）

�～� 省略

� 省略

� 法 第４５条第２項、

第５５条第４項（法第５７条第５項において

準用する場合を含む。）、第６４条第３

項 及び第６６条第２項

の規定に基づく愛媛県医療審議会の意見

聴取に関する事務

�～� 省略

	 削除


～� 省略

� 医療法施行令（昭和２３年政令第３２６号。

以下この項において「政令」という。）

第４条第１項の規定に基づく病院の開設

者の住所等の変更の届出の受付及び当該

保健所を設

置する市
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届出に係る届出書の知事への送付に関す

る事務

�～� 省略

届出に係る届出書の知事への送付に関す

る事務

�～� 省略

１４の２ 医療法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町の区域において病院、診療所若しく

は介護老人保健施設又は法第４２条に規定す

る業務を行う施設を開設する医療法人に係

るものに限る。）

� 法第４２条の２第１項（法第６８条の２第

１項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）の規定に基づく社会医療

法人の認定の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

並びに認定書の交付に関する事務

�の２ 省略

�～� 省略

保健所を設

置する市

１４の２ 医療法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町の区域において病院、診療所若しく

は介護老人保健施設又は法第４２条に規定す

る業務を行う施設を開設する医療法人に係

るものに限る。）

� 省略

�～� 省略

保健所を設

置する市

１４の３ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号。

以下この項において「法」という。）及び

法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの（２以上の市町の区域

にわたるものに関するものを除く。）

�～� 省略

今治市、大

洲市、西予

市及び松前

町

１４の３ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号。

以下この項において「法」という。）及び

法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの（２以上の市町の区域

にわたるものに関するものを除く。）

�～� 省略

今治市

及び松前

町

１５～１９ 省略 １５～１９ 省略

２０ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下

この項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

�の２ 法第５７条の２第１項の規定に基づ

く特例容積率適用地区内における建築物

の特例容積率の限度の指定の申請の受付

及び当該申請に係る申請書の知事への送

付に関する事務

�の３ 法第５７条の３第１項の規定に基づ

く特例容積率適用地区内における建築物

の特例容積率の限度の指定の取消しの申

請の受付及び当該申請に係る申請書の知

事への送付に関する事務

�・	 省略


 法第８６条第１項及び第２項の規定に基

づく一定の建築物 に対する制限の特

例に係る認定の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務


の２ 法第８６条第３項及び第４項の規定

に基づく一定の建築物に対する制限の特

例に係る許可の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 法第８６条の２第１項の規定に基づく公

各市町（法

第４条第１

項若しくは

第２項又は

第９７条の２

第１項の建

築主事を置

く市を除

く。）

２０ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下

この項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

�・	 省略


 法第８６条第１項及び第２項の規定に基

づく一定の複数建築物に対する制限の特

例に係る認定の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 法第８６条の２第１項の規定に基づく公

各市町（法

第４条第１

項若しくは

第２項又は

第９７条の２

第１項の建

築主事を置

く市を除

く。）
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告認定対象区域内における一敷地内認定

建築物以外の建築物の位置及び構造の認

定の申請の受付並びに当該申請に係る申

請書の知事への送付に関する事務

�の２ 法第８６条の２第２項の規定に基づ

く公告認定対象区域内における一敷地内

認定建築物以外の建築物の各部分の高さ

又は容積率の特例に係る許可の申請の受

付及び当該申請に係る申請書の知事への

送付に関する事務

�の３ 法第８６条の２第３項の規定に基づ

く公告許可対象区域内における一敷地内

許可建築物以外の建築物の許可の申請の

受付及び当該申請に係る申請書の知事へ

の送付に関する事務

� 法第８６条の５第１項の規定に基づく一

定の建築物 の認定又は許可の取消し

の申請の受付及び当該申請に係る申請書

の知事への送付に関する事務

�の２ 法第８６条の８第１項及び第３項の

規定に基づく既存の一の建築物の工事の

全体計画及び全体計画の変更の認定の申

請の受付並びに当該申請に係る申請書の

知事への送付に関する事務

�～� 省略

告対象区域内 における同一敷地内建

築物 以外の建築物の位置及び構造の認

定の申請の受付並びに当該申請に係る申

請書の知事への送付に関する事務

� 法第８６条の５第１項の規定に基づく一

定の複数建築物の認定 の取消し

の申請の受付及び当該申請に係る申請書

の知事への送付に関する事務

�～� 省略

２０の２ 建築基準法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、前項第１号から第

３号まで及び第４号の２から第１３号までに

掲げるもの（同項第７号から第９号の２ま

でに掲げる事務にあっては建築基準法施行

令（昭和２５年政令第３３８号）第１４８条第１項

各号に掲げる建築物又は工作物に係るもの

を、前項第１１号及び第１３号に掲げる事務に

あっては同条第２項第１号及び第２号に掲

げる規定に係る事務でこれらの建築物又は

工作物に係るものを除く。）

法第９７条の

２第１項の

建築主事を

置く市

２０の２ 建築基準法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、前項第１号から第

３号まで及び第５号 から第１３号までに

掲げるもの（同項第７号から第９号 ま

でに掲げる事務にあっては建築基準法施行

令（昭和２５年政令第３３８号）第１４８条第１項

各号に掲げる建築物又は工作物に係るもの

を、前項第１１号及び第１３号に掲げる事務に

あっては同条第２項第１号及び第２号に掲

げる規定に係る事務でこれらの建築物又は

工作物に係るものを除く。）

法第９７条の

２第１項の

建築主事を

置く市

２１～２６ 省略 ２１～２６ 省略

２６の２ 旅券法（昭和２６年法律第２６７号。以下

この項において「法」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの（急を要する

場合その他の規則で定める場合を除く。）

� 法第３条第１項の規定に基づく一般旅

券の発給の申請の受理及び当該申請に係

る申請書の知事への送付に関する事務

� 法第３条第２項ただし書の規定に基づ

く申請者の身分上の事実の確認に関する

事務

� 法第３条第２項第２号の規定に基づく

申請者の身分上の事実の認定に関する事

務

� 法第３条第３項の規定に基づく申請者

今治市、宇

和島市、八

幡浜市、新

居浜市、西

条市、大洲

市、四国中

央市、西予

市 、 上 島

町、久万高

原町、内子

町 、 伊 方

町 、 松 野

町、鬼北町

及び愛南町
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が人違いでないこと等の確認に関する事

務

� 法第８条第１項（法第１０条第４項及び

第１２条第３項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく一般旅券の交付に

関する事務

� 法第８条第３項の規定に基づく出頭を

求めることなく行う一般旅券の交付に関

する事務

� 法第１０条第１項ただし書の規定に基づ

く一般旅券の記載事項の訂正の申請の受

理及び当該申請に係る申請書の知事への

送付に関する事務

� 法第１２条第１項の規定に基づく一般旅

券の査証欄の増補の申請の受理及び当該

申請に係る申請書の知事への送付に関す

る事務

� 法第１７条第１項及び第２項の規定に基

づく一般旅券の紛失又は焼失の届出の受

理及び当該届出に係る届出書の知事への

送付に関する事務

� 法第１７条第３項の規定に基づく届出者

が人違いでないこと等の確認に関する事

務

� 法第１９条第５項の規定に基づく返納す

べき旅券の受理に関する事務

� 法第１９条第６項の規定に基づく返納を

受けた旅券の還付に関する事務

２６の３ 農地法（昭和２７年法律第２２９号。以下

この項において「法」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの

	～
 省略

宇和島市、

八幡浜市、

新居浜市、

西条市、大

洲市、伊予

市、四国中

央市、西予

市 、 東 温

市、久万高

原町、砥部

町 、 内 子

町 、 伊 方

町 、 松 野

町、鬼北町

及び愛南町

２６の２ 農地法（昭和２７年法律第２２９号。以下

この項において「法」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの

	～
 省略

宇和島市

、

新居浜市、

西条市

、四国中

央市

、 松 野

町、鬼北町

及び愛南町

２６の４ 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３

号。以下この項において「法」という。）

に基づく事務のうち、次に掲げるもの

	 商工会議所法施行令（昭和２８年政令第

３１５号。以下この項において「政令」とい

う。）第７条第１項第１号の規定に基づ

く法第７条第２項に規定する特定商工業

者の該当基準の引上げの許可に関する事

務

大洲市、四

国中央市、

西予市、久

万高原町及

び伊方町
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� 政令第７条第１項第２号の規定に基づ

く法第１０条第２項及び第３項に規定する

法定台帳の作成期間の延長の承認に関す

る事務

� 政令第７条第１項第３号の規定に基づ

く法第１２条第１項に規定する負担金の賦

課の許可に関する事務

� 政令第７条第１項第４号の規定に基づ

く法第４６条第２項及び同条第４項におい

て準用する法第２８条に規定する定款の変

更の認可に関する事務

� 政令第７条第１項第５号の規定に基づ

く法第５７条に規定する収支決算等の報告

の受理に関する事務

� 政令第７条第１項第６号の規定に基づ

く法第５８条第１項に規定する報告の徴収

及び検査に関する事務

� 政令第７条第１項第７号の規定に基づ

く法第５９条第１項に規定する警告及び業

務の停止に関する事務

� 政令第７条第１項第７号の規定に基づ

く法第５９条第４項に規定する意見の聴取

に関する事務

� 政令第７条第２項の規定に基づく経済

産業大臣への報告に関する事務

２７ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。

以下この項において「法」という。）に基

づく事務のうち、個人施行者又は土地区画

整理組合が施行する土地区画整理事業に関

する次に掲げるもの（施行地区若しくは施

行区域が２以上の市町の区域にわたるもの

又は第１号から第９号まで及び第１１号から

第１５号までの事務については施行面積が１０

ヘクタール以上のものに関するものを除

く。）

	～
 省略

今治市、新

居浜市、大

洲市及び東

温市

２７ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。

以下この項において「法」という。）に基

づく事務のうち、個人施行者又は土地区画

整理組合が施行する土地区画整理事業に関

する次に掲げるもの（施行地区若しくは施

行区域が２以上の市町の区域にわたるもの

又は第１号から第９号まで及び第１１号から

第１５号までの事務については施行面積が１０

ヘクタール以上のものに関するものを除

く。）

	～
 省略

今治市、新

居浜市

及び東

温市

２８ 省略 ２８ 省略

２８の２ 土地区画整理法に基づく事務のう

ち、独立行政法人都市再生機構が施行する

土地区画整理事業に関する同法第７６条の規

定に基づく施行地区内における土地の形質

の変更若しくは建築物その他の工作物の新

築、改築若しくは増築又は移動の容易でな
たい

い物件の設置若しくは堆積の許可及び土地

の原状回復又は建築物その他の工作物若し

くは物件の移転若しくは除却の命令に関す

る事務

今治市

２９ 歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号。以

下この項において「法」という。）及び法

の施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

	 法第６条第３項の規定に基づく氏名等

保健所を設

置する市

２９ 歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号。以

下この項において「法」という。）及び法

の施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

	 法第７条第３項の規定に基づく氏名等

保健所を設

置する市
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の届出の受付及び当該届出に係る届出書

の知事への送付に関する事務

�～� 省略

の届出の受付及び当該届出に係る届出書

の知事への送付に関する事務

�～� 省略

３０ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。

以下この項において「法」という。）及び

法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの（２以上の市町の区域

にわたるものに関するものを除く。）

� 省略

� 法第３１条の２第２項第１５号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 法第６２条の３第４項第１５号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

�・� 省略

各市 ３０ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。

以下この項において「法」という。）及び

法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの（２以上の市町の区域

にわたるものに関するものを除く。）

� 省略

� 法第３１条の２第２項第１４号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 法第６２条の３第４項第１４号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

�・� 省略

各市

３１ 省略 ３１ 省略

３２ 租税特別措置法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、次に掲げるもの

（２以上の市町の区域にわたるものに関す

るものを除く。）

� 省略

� 法第３１条の２第２項第１５号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 法第６２条の３第４項第１５号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

�・� 省略

各町 ３２ 租税特別措置法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、次に掲げるもの

（２以上の市町の区域にわたるものに関す

るものを除く。）

� 省略

� 法第３１条の２第２項第１４号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 法第６２条の３第４項第１４号ハの規定に

基づく一団の宅地の造成が住宅建設の用

に供される優良な宅地の供給に寄与する

ものであることについての認定（適合証

明を含む。）の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

�・� 省略

各町

３３～３７ 省略 ３３～３７ 省略

３７の２ 工場立地法（昭和３４年法律第２４号。

以下この項において「法」という。）及び

工場立地の調査等に関する法律の一部を改

正する法律（昭和４８年法律第１０８号）に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

四国中央市
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� 法第６条第１項の規定に基づく特定工

場の新設の届出の受理に関する事務

� 法第７条第１項の規定に基づく政令の

改廃により新たに法第６条第１項の適用

を受けることとなる特定工場に係る変更

等の届出の受理に関する事務

� 法第８条第１項の規定に基づく届出事

項の変更の届出の受理に関する事務

� 法第９条第１項の規定に基づく特定工

場の設置場所に関し必要な事項の勧告に

関する事務

� 法第９条第２項の規定に基づく法第６

条第１項第５号及び第６号の事項に関し

必要な事項の勧告に関する事務

� 法第１０条第１項の規定に基づく勧告に

係る事項の変更の命令に関する事務

� 法第１１条第２項の規定に基づく期間の

短縮に関する事務

� 法第１２条の規定に基づく氏名等の変更

の届出の受理に関する事務

	 法第１３条第３項の規定に基づく地位の

承継の届出の受理に関する事務


 工場立地の調査等に関する法律の一部

を改正する法律附則第３条第１項の規定

に基づく特定工場に係る変更等の届出の

受理に関する事務

３８ 省略 ３８ 省略

３９ 商工会法（昭和３５年法律第８９号。以下こ

の項において「法」という。）に基づく事

務のうち、次に掲げるもの

� 商工会法第６０条の規定により都道府県

が処理する事務に関する政令（昭和３５年

政令第１４９号。以下この項において「政

令」という。）第１号の規定に基づく法

第２３条第１項に規定する商工会の設立の

認可に関する事務

� 政令第１号の規定に基づく法第２３条第

３項（法第４４条第４項（法第４８条第５項

において準用する場合を含む。）及び法

第５２条の２第５項において準用する場合

を含む。）に規定する設立等の認可に係

る意見の聴取に関する事務

� 政令第２号の規定に基づく法第２４条

（法第４４条第４項（法第４８条第５項にお

いて準用する場合を含む。）、法第５２条

の２第５項及び法第５４条第４項において

準用する場合を含む。）に規定する設立

等の認可又は不認可の通知に関する事務

� 政令第３号の規定に基づく法第４２条第

５項（法第４８条第５項において準用する

場合を含む。）に規定する総会等の招集

の承認に関する事務

大洲市、四

国中央市、

西予市、久

万高原町及

び伊方町

３９ 削除
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� 政令第４号の規定に基づく法第４４条第

２項（法第４８条第５項において準用する

場合を含む。）に規定する定款の変更の

認可に関する事務

� 政令第５号の規定に基づく法第４９条に

規定する事業報告書等の受理に関する事

務

� 政令第６号の規定に基づく法第５０条第

１項に規定する報告の徴収及び立入検査

に関する事務

� 政令第７号の規定に基づく法第５１条第

１項に規定する警告及び処分に関する事

務

� 政令第７号の規定に基づく法第５１条第

２項に規定する警告及び設立の認可の取

消しに関する事務

� 政令第７号の規定に基づく法第５１条第

３項に規定する商工会の地区の変更及び

解散の勧告に関する事務

� 政令第７号の規定に基づく法第５１条第

４項に規定する勧告に従わない場合の設

立の認可の取消しに関する事務

� 政令第７号の規定に基づく法第５１条第

５項に規定する意見の聴取に関する事務

	 政令第８号の規定に基づく法第５２条第

２項に規定する解散の届出の受理に関す

る事務


 政令第９号の規定に基づく法第５２条の

２第２項に規定する合併の認可に関する

事務

� 政令第１０号の規定に基づく法第５３条に

規定する清算人の選任に関する事務

� 政令第１１号の規定に基づく法第５４条第

１項及び第２項に規定する財産処分の方

法の認可に関する事務


 政令第１２号の規定に基づく法第５５条に

おいて準用する民法第８３条に規定する清

算結了の届出の受理に関する事務

４０ 省略 ４０ 省略

４０の２ 薬剤師法（昭和３５年法律第１４６号。以

下この項において「法」という。）に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

� 法第９条の規定により知事を経由する

同条の規定に基づく氏名等の届出の受付

及び当該届出に係る届出書の知事への送

付に関する事務

� 薬剤師法施行令（昭和３６年政令第１３

号。以下この項において「政令」とい

う。）第１条の規定により知事を経由す

る法第２条の規定に基づく薬剤師の免許

の申請の受付及び当該申請に係る申請書

の知事への送付に関する事務並びに免許

保健所を設

置する市
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証の交付に関する事務

� 政令第３条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく薬剤

師名簿の訂正の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 政令第４条第１項の規定により知事を

経由する同項の規定に基づく薬剤師名簿

の登録の消除の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務

� 政令第５条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の書換え交付の申請の受付及び当該申

請に係る申請書の知事への送付に関する

事務並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第６条第２項の規定により知事を

経由する同条第１項の規定に基づく免許

証の再交付の申請の受付及び当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

並びに免許証の交付に関する事務

� 政令第６条第５項及び第７条の規定に

より知事を経由するこれらの規定に基づ

く免許証の返納の受付及び知事への送付

に関する事務

４０の３ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第

１９１号。以下この項において「法」とい

う。）及び法の施行のための規則に基づく

事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

今治市、宇

和島市、新

居浜市及び

大洲市

４０の２ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第

１９１号。以下この項において「法」とい

う。）及び法の施行のための規則に基づく

事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

今治市及び

新居浜市

４１～４９の２ 省略 ４１～４９の２ 省略

５０ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下

この項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

今治市、宇

和島市、新

居浜市、西

条市及び大

洲市

５０ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下

この項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

今治市

、新

居浜市及び

西条市

５０の２ 省略 ５０の２ 省略

５１ 都市計画法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

各市町（中

核市、今治

市、宇和島

市、新居浜

市、西条市

及び大洲市

を除く。）

５１ 都市計画法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

各市町（中

核市、今治

市

、新居浜

市及び西条

市

を除く。）

５２～５５の２ 省略 ５２～５５の２ 省略

５５の３ 公有地の拡大の推進に関する法律

（昭和４７年法律第６６号。以下この項におい

て「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

� 法第４条第１項の規定に基づく土地を

譲渡しようとする場合の届出の受理に関

松前町及び

内子町
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する事務

� 法第５条第１項の規定に基づく土地の

地方公共団体等による買取り希望の申出

の受理に関する事務

� 法第６条第１項の規定に基づく土地の

買取りの協議を行う地方公共団体等の決

定及び協議を行う旨の通知に関する事務

� 法第６条第３項の規定に基づく土地の

買取りを希望する地方公共団体等がない

旨の通知に関する事務

５６ 省略 ５６ 省略

５６の２ 生活関連物資等の買占め及び売惜し

みに対する緊急措置に関する法律（昭和４８

年法律第４８号。以下この項において「法」

という。）に基づく事務のうち、次に掲げ

るもの

� 生活関連物資等の買占め及び売惜しみ

に対する緊急措置に関する法律施行令

（昭和４８年政令第２００号。以下この項にお

いて「政令」という。）第２条第１項第

２号及び第３号の規定に基づく法第３条

に規定する特定物資の価格の動向等の調

査に関する事務

� 政令第２条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第４条第１項に規定する

特定物資の売渡しの指示に関する事務

� 政令第２条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第４条第２項に規定する

特定物資の売渡しの命令に関する事務

� 政令第２条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第４条第４項に規定する

裁定に関する事務

� 政令第２条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第４条第５項に規定する

裁定をした旨の通知に関する事務

� 政令第２条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第５条第１項に規定する

報告の徴収及び立入検査等に関する事務

� 政令第２条第２項の規定に基づく法第

５条第２項に規定する立入検査等に関す

る事務

今治市、宇

和島市、八

幡浜市、新

居浜市、西

条市、大洲

市 、 伊 予

市、四国中

央市、西予

市 、 東 温

市 、 上 島

町、久万高

原町、松前

町 、 砥 部

町 、 内 子

町 、 伊 方

町 、 松 野

町、鬼北町

及び愛南町

５６の３ 中小小売商業振興法（昭和４８年法律

第１０１号。以下この項において「法」とい

う。）に基づく事務のうち、次に掲げるも

の

� 中小小売商業振興法施行令（昭和４８年

政令第２８６号。以下この項において「政

令」という。）第１１条の規定に基づく法

第４条第１項に規定する商店街整備計画

の認定に関する事務

� 政令第１１条の規定に基づく法第４条第

２項に規定する店舗集団化計画の認定に

大洲市、久

万高原町、

松前町及び

伊方町
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関する事務

� 政令第１１条の規定に基づく法第４条第

３項に規定する共同店舗等整備計画の認

定に関する事務

� 政令第１１条の規定に基づく法第４条第

６項に規定する商店街整備等支援計画の

認定に関する事務

� 政令第１１条の規定に基づく法第４条第

８項（政令第９条第３項において準用す

る場合を含む。）に規定する協議に関す

る事務

� 政令第１１条の規定に基づく法第１３条第

１項に規定する報告の徴収に関する事務

� 政令第１１条の規定に基づく政令第９条

第１項に規定する高度化事業計画の変更

の認定に関する事務

� 政令第１１条の規定に基づく政令第９条

第２項に規定する高度化事業計画の認定

の取消しに関する事務

５６の４ 省略 ５６の２ 省略

５６の５ 国民生活安定緊急措置法（昭和４８年

法律第１２１号。以下この項において「法」と

いう。）に基づく事務のうち、次に掲げる

もの

� 国民生活安定緊急措置法施行令（昭和

４９年政令第４号。以下この項において

「政令」という。）第４条第１項第２号

及び第３号の規定に基づく法第６条第２

項に規定する指定物資の標準価格等の表

示の指示に関する事務

� 政令第４条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第６条第３項に規定する

指示に従わなかった旨の公表に関する事

務

� 政令第４条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第７条第１項に規定する

指定物資の販売の指示に関する事務

� 政令第４条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第７条第２項に規定する

指示に従わなかった旨の公表に関する事

務

� 政令第４条第１項第２号及び第３号の

規定に基づく法第３０条第１項に規定する

報告の徴収及び立入検査等に関する事務

今治市、宇

和島市、八

幡浜市、新

居浜市、西

条市、大洲

市 、 伊 予

市、四国中

央市、西予

市 、 東 温

市 、 上 島

町、久万高

原町、松前

町 、 砥 部

町 、 内 子

町 、 伊 方

町 、 松 野

町、鬼北町

及び愛南町

５６の６ 省略 ５６の３ 省略

５６の７ 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以

下この項において「法」という。）に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

�～	 省略

宇和島市、

八幡浜市、

上島町及び

愛南町

５６の４ 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以

下この項において「法」という。）に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

�～	 省略

八幡浜市、

上島町及び

愛南町

５７～５９の４ 省略 ５７～５９の４ 省略

５９の５ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（平成１８年法律第９１

各市町（中

核 市 を 除
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号。以下この項において「法」という。）

に基づく事務のうち、次に掲げるもの（２

以上の市町の区域にわたるものに関するも

のを除く。）

� 法第１２条第１項の規定に基づく特定路

外駐車場の設置の届出の受理に関する事

務

� 法第１２条第２項の規定に基づく特定路

外駐車場の変更の届出の受理に関する事

務

� 法第１２条第３項の規定に基づく是正の

措置の命令に関する事務

� 法第５３条第２項の規定に基づく報告の

徴収又は立入検査等に関する事務

く。）

６０～６２ 省略 ６０～６２ 省略

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、別表１０の項、１１の項、１３の項、２９の項、３０の項及び３２の項の改正規定は公布の日

から、同表２６の項の次に次のように加える改正規定（同表２６の２の項に係る部分に限る。）は同年１０月６日から施行する。

�愛媛県条例第１１号
特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

特定非営利活動促進法施行条例（平成１０年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７

号。以下「法」という。）第１０条第１項（法第３４条第５項におい

て準用する場合を含む。）、第２９条、第４４条第３項及び第４５条並

びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１項

の規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（設立の認証の申請）

第２条 省略

２ 法第１０条第１項第２号ハに規定する条例で定める書面は、次に

掲げるとおりとする。

� 省略

� 当該役員が住民基本台帳法の適用を受けない者であり、か

つ、外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）の適用を受ける者

である場合にあっては、同法第４条第１項に規定する外国人登

録原票の記載内容を証明する市町村（東京都の特別区の存する

区域及び地方自治法 第２５２条の１９第１

項の指定都市にあっては、区）の長が発給する文書

� 省略

３・４ 省略

５ 法第１０条第１項に規定する書類のうち、同項第１号、第２号

イ、第５号、第７号及び第８号に掲げるものには、規則で定める

（趣旨）

第１条 この条例は、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７

号。以下「法」という。）第１０条第１項（法第３４条第５項におい

て準用する場合を含む。）、第２９条、第４４条第３項及び第４５条

の規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（設立の認証の申請）

第２条 省略

２ 法第１０条第１項第２号ハに規定する条例で定める書面は、次に

掲げるとおりとする。

� 省略

� 当該役員が住民基本台帳法の適用を受けない者であり、か

つ、外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）の適用を受ける者

である場合にあっては、同法第４条第１項に規定する外国人登

録原票の記載内容を証明する市町村（東京都の特別区の存する

区域及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１

項の指定都市にあっては、区）の長が発給する文書

� 省略

３・４ 省略

５ 法第１０条第１項に規定する書類のうち、同項第１号、第２号

イ、第５号、第７号及び第８号に掲げるものには、それぞれその
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部数の副本を添えなければならない。

（定款の変更の認証の申請）

第６条 省略

２ 前項の申請書に添付する書類のうち、法第２５条第４項の規定に

より添付する変更後の定款、当該定款の変更の日の属する事業年

度及び翌事業年度の事業計画書及び収支予算書並びに法第２６条第

２項の規定により添付する法第１０条第１項第２号イの書類には、

規則で定める部数の副本を添えなければならない。

（事業報告書等の提出）

第９条 法第２９条第２項の閲覧の用に供するため、特定非営利活動

法人は、次の表の左欄に掲げる場合の区分に応じ、同表の中欄に

掲げる規則で定める部数の書類を、同表の右欄に掲げる時期に知

事に提出しなければならない。

副本１通 を添えなければならない。

（定款の変更の認証の申請）

第６条 省略

２ 前項の申請書に添付する書類のうち、法第２５条第４項の規定に

より添付する変更後の定款、当該定款の変更の日の属する事業年

度及び翌事業年度の事業計画書及び収支予算書並びに法第２６条第

２項の規定により添付する法第１０条第１項第２号イの書類には、

それぞれその副本１通 を添えなければならない。

（事業報告書等の提出）

第９条 法第２９条第２項の閲覧の用に供するため、特定非営利活動

法人は、次の表の左欄に掲げる場合の区分に応じ、同表の中欄に

掲げる書類それぞれ１通 を、同表の右欄に掲げる時期に知

事に提出しなければならない。

省略 省略

第１９条 省略

（市町が処理する事務）

第２０条 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、次に

掲げる事務（２以上の市町の区域内に事務所を設置する特定非営

利活動法人に係るものを除く。）は、今治市、宇和島市、新居浜

市、西条市、伊予市、四国中央市、上島町、久万高原町、砥部

町、内子町、松野町、鬼北町及び愛南町が処理することとする。

� 法第１０条第１項の規定に基づく設立の認証に関する事務

� 法第１０条第２項（法第２５条第５項及び第３４条第５項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく公告及び縦覧に関する

事務

� 法第１２条第３項（法第２５条第５項及び第３４条第５項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく通知に関する事務

� 法第１３条第２項（法第３９条第２項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく届出の受理に関する事務

� 法第１８条第３号の規定に基づく不正の行為等の報告の受理に

関する事務

� 法第２３条第１項の規定に基づく役員の氏名等の変更の届出の

受理に関する事務

� 法第２５条第３項の規定に基づく定款の変更の認証に関する事

務

� 法第２５条第６項の規定に基づく定款の変更の届出の受理に関

する事務

	 法第２９条第１項の規定に基づく事業報告書等の受理に関する

事務


 法第２９条第２項の規定に基づく事業報告書等の閲覧に関する

事務

� 法第３０条において準用する民法第５６条の規定に基づく仮理事

の選任に関する事務

� 法第３０条において準用する民法第５７条の規定に基づく特別代

理人の選任に関する事務


 法第３１条第２項の規定に基づく解散の認定に関する事務

� 法第３１条第４項の規定に基づく解散の届出の受理に関する事

務

� 法第３２条第２項の規定に基づく残余財産の譲渡の認証に関す

る事務

� 法第３４条第３項の規定に基づく合併の認証に関する事務

� 法第４０条第１項において準用する民法第７７条第２項の規定に

第１９条 省略
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基づく清算人の氏名等の届出の受理に関する事務

� 法第４０条第１項において準用する民法第８３条の規定に基づく

清算結了の届出の受理に関する事務

� 法第４０条第２項の規定に基づく意見の陳述及び調査に関する

事務

� 法第４０条第３項の規定に基づく意見の陳述に関する事務

� 法第４１条第１項の規定に基づく報告の徴収及び立入検査に関

する事務

� 法第４１条第２項の規定に基づく書面の提示及び交付に関する

事務

� 法第４２条の規定に基づく必要な措置の命令に関する事務

� 法第４３条第１項及び第２項の規定に基づく認証の取消しに関

する事務

� 法第４３条第４項の規定に基づく審理を公開により行わない理

由を記載した書面の交付に関する事務

	 法第４３条の２（法第１２条の２において準用する場合を含

む。）の規定に基づく愛媛県警察本部長の意見の聴取に関する

事務


 法第４３条の３（法第１２条の２において準用する場合を含

む。）の規定に基づく愛媛県警察本部長の意見の受理に関する

事務

第２１条 省略 第２０条 省略

附 則

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の際知事がした処分その他の行為で現にその効力を有するもの又はこの条例の施行の日前に知事に対してなされた申請、

届出その他の行為で、同日以後において当該市町の長又はその委任を受けた者（以下「市長等」という。）が管理し及び執行することと

なる事務に係るものは、同日以後においては、当該市長等のした処分その他の行為又は当該市長等に対してなされた申請、届出その他の

行為とみなす。

�愛媛県条例第１２号
愛媛県特定非営利活動促進基金条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県特定非営利活動促進基金条例

（設置）

第１条 特定非営利活動法人の活動支援その他特定非営利活動（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第１項に規定する特

定非営利活動をいう。）の促進に要する経費の財源に充てるため、特定非営利活動促進基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１

３３



��������������

��������������

�愛媛県条例第１３号
愛媛県情報公開条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県情報公開条例の一部を改正する条例

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置等）

第２３条 省略

２ 審査会は、前項に定めるもののほか、情報公開制度及び個人情

報保護制度の運営に関し必要な事項について実施機関に意見を述

べることができる。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

（罰則）

第３９条 第２３条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年

以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

（設置等）

第２３条 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

（罰則）

第３９条 第２３条第５項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年

以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１４号
愛媛県立衛生環境研究所使用料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立衛生環境研究所使用料条例の一部を改正する条例

愛媛県立衛生環境研究所使用料条例（昭和２７年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用料の額）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所管理条例（昭和２７年愛媛県条例第

９号。以下「管理条例」という。）第２条第１項及び第２項の規

定による試験等の依頼については、次の各号の範囲内で知事の定

める使用料を納めなければならない。ただし、急速に施行を必要

とするものはその３倍額、特別の費用を要するものはその実費と

する。

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

（使用料の額）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所管理条例（昭和２７年愛媛県条例第

９号。以下「管理条例」という。）第２条第１項及び第２項の規

定による試験等の依頼については、次の各号の範囲内で知事の定

める使用料を納めなければならない。ただし、急速に施行を必要

とするものはその３倍額、特別の費用を要するものはその実費と

する。

� 省略

� ダイオキシン類の分析 １件につき ３７６，４００円

� 省略

� 省略

２ 省略

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１５号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例を次のように公布する。
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平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例

目次

第１章 総則（第１条―第７条）

第２章 基本方針（第８条）

第３章 特定希少野生動植物の保護

第１節 特定希少野生動植物の指定（第９条）

第２節 個体の取扱いに関する規制（第１０条―第１６条）

第３節 生息地等の保護に関する規制（第１７条―第２５条）

第４節 保護管理事業（第２６条―第２９条）

第４章 外来生物による野生動植物の生息又は生育への影響の防止（第３０条―第３３条）

第５章 推進体制の整備等（第３４条―第４０条）

第６章 雑則（第４１条・第４２条）

第７章 罰則（第４３条―第４７条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、野生動植物（県外から本県に導入されたことによりその本来の生息地又は生育地の外に存することとなった動植物を

除く。以下同じ。）の多様性の保全を図るため、基本理念を定め、及び県、事業者、県民等の責務を明らかにするとともに、基本方針の

策定、野生動植物の多様性の保全のための規制その他の措置を総合的に講ずることにより、県内の健全で豊かな自然環境の保全を図り、

もって現在及び将来の県民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

� 希少野生動植物 県内に生息し、又は生育する野生動植物の種（亜種又は変種がある種にあっては、その亜種又は変種とする。以下

同じ。）であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

ア 種の存続に支障を来す程度にその種の個体の数が著しく少ないこと。

イ その種の個体の数が著しく減少しつつあること。

ウ その種の個体の生息地又は生育地が消滅しつつあること。

エ その種の個体の生息又は生育の環境が著しく悪化しつつあること。

オ アからエまでに掲げるもののほか、その種の存続に支障を来す事情があること。

� 特定希少野生動植物 第９条第１項の規定により指定された希少野生動植物をいう。

� 外来生物 県外から本県に導入されることによりその本来の生息地又は生育地の外に存することとなる動植物の種をいう。

� 県民等 県民、滞在者及び旅行者をいう。

（基本理念）

第３条 野生動植物の多様性は、県内に生息し、又は生育するすべての野生動植物が生態系の重要な構成要素であるだけでなく、自然環境

の重要な一部として県民に多くの恵沢をもたらすものであることにかんがみ、その保全について県民等の理解が深められるとともに、県

民共有の財産として、次代に継承し、並びに現在及び将来の県民がその恵沢を享受できるよう、長期的な観点からその保全が図られなけ

ればならない。

２ 野生動植物の多様性は、人の様々な活動が野生動植物の多様性を損なうおそれがあることにかんがみ、県、事業者、県民等が自らの活

動による影響を認識し、野生動植物の保護に配慮することにより、その保全が図られなければならない。

３ 野生動植物の多様性は、自然環境の中で多くの野生動植物がかかわり合いながら形成されるものであることにかんがみ、希少野生動植

物の個体数が適切に回復するよう、野生動植物及びその生息し、又は生育する地域の自然環境の特性に応じて、一体的にその保全が図ら

れなければならない。

（県の責務）

第４条 県は、野生動植物の種が置かれている状況を常に把握するとともに、野生動植物の多様性の保全に関する基本的かつ総合的な施策

を策定し、及び実施するものとする。

２ 県は、広報活動等を通じて、野生動植物の多様性の保全に関する事業者及び県民等の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。

３ 県は、地域の開発及び整備その他の野生動植物の生息又は生育の環境に影響を及ぼすと認められる施策の策定及び実施に当たっては、

野生動植物の多様性が保全されるよう配慮するものとする。

（事業者の責務）

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる野生動植物の生息又は生育の環境の悪化を防止するため、当該

環境への負荷の低減に努めるとともに、県が実施する野生動植物の多様性の保全に関する施策に協力するよう努めなければならない。
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（県民等の責務）

第６条 県民等は、野生動植物の多様性の保全に自ら努めるとともに、県が実施する野生動植物の多様性の保全に関する施策に協力するよ

う努めなければならない。

２ 県民等は、登山その他の野外活動を行うに当たっては、その活動が野生動植物の生息地又は生育地の保全に支障を及ぼすことのないよ

う配慮しなければならない。

（財産権の尊重等）

第７条 この条例の適用に当たっては、関係者の所有権その他の財産権を尊重し、住民の生活の安定及び福祉の維持向上に配慮し、並びに

県土の保全その他の公益との調整に留意しなければならない。

第２章 基本方針

第８条 知事は、野生動植物の多様性の保全を図るための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めるものとする。

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。

� 野生動植物の多様性の保全に関する基本的な構想

� 希少野生動植物の保護に関する基本的な事項

� 特定希少野生動植物の選定に関する基本的な事項

� 特定希少野生動植物の個体（卵及び種子を含む。以下同じ。）の取扱いに関する基本的な事項

� 特定希少野生動植物の個体の生息地又は生育地の保護に関する基本的な事項

� 保護管理事業（特定希少野生動植物の個体の繁殖の促進、その生息地又は生育地の整備その他の特定希少野生動植物の保護又は保護

のための管理を図るための事業をいう。以下同じ。）に関する基本的な事項

� 外来生物による野生動植物の生息又は生育への影響を防止するための対策に関する基本的な事項

� 前各号に掲げるもののほか、野生動植物の多様性の保全に関し必要な事項

３ 知事は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、愛媛県環境審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴かなければならな

い。

４ 知事は、基本方針を定めたときは、これを公表しなければならない。

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。

第３章 特定希少野生動植物の保護

第１節 特定希少野生動植物の指定

第９条 知事は、希少野生動植物のうち、特に保護を図る必要があると認められるもの（絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関す

る法律（平成４年法律第７５号）第４条第３項に規定する国内希少野生動植物種及び同法第５条第１項に規定する緊急指定種を除く。）を

特定希少野生動植物として指定することができる。

２ 知事は、前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）をしようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かな

ければならない。

３ 知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、規則で定めるところにより、その指定の案を公告しなければならない。

４ 前項の規定による公告があったときは、利害関係人は、その公告の日から起算して１４日を経過する日までの間に、知事に指定の案につ

いての意見書を提出することができる。

５ 知事は、指定の案について異議がある旨の前項の意見書の提出があったとき、その他指定に関し広く意見を聴く必要があると認めると

きは、公聴会を開催するものとする。

６ 知事は、指定をするときは、その旨を告示しなければならない。

７ 指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。

８ 知事は、特定希少野生動植物の個体の生息又は生育の状況の変化その他の事情の変化により指定の必要がなくなったと認めるとき、又

は指定を継続することが適当でないと認めるときは、指定を解除しなければならない。

９ 第２項から第７項までの規定は、前項の規定による指定の解除について準用する。この場合において、第４項及び第７項中「前項」と

あるのは、「第９項において準用する前項」と読み替えるものとする。

第２節 個体の取扱いに関する規制

（個体の所有者等の義務）

第１０条 特定希少野生動植物の個体の所有者又は占有者は、特定希少野生動植物を保護することの重要性を自覚し、その個体を適切に取り

扱うよう努めなければならない。

（個体の所有者等に対する助言又は指導）

第１１条 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、特定希少野生動植物の個体の所有者又は占有者に対し、そ

の個体の取扱いに関し必要な助言又は指導をすることができる。

（捕獲等の禁止）

第１２条 特定希少野生動植物の生きている個体は、捕獲、採取、殺傷又は損傷（以下「捕獲等」という。）をしてはならない。ただし、次

に掲げる場合は、この限りでない。

� 次条第１項の許可を受けてその許可に係る捕獲等をする場合
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� 人の生命又は身体の保護その他の規則で定めるやむを得ない事由がある場合

（捕獲等の許可）

第１３条 学術研究又は繁殖の目的その他規則で定める目的で特定希少野生動植物の生きている個体の捕獲等をしようとする者は、知事の許

可を受けなければならない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、知事に許可の申請をしなければならない。

３ 知事は、前項の申請に係る捕獲等について次の各号のいずれかに該当する事由があるときは、第１項の許可をしてはならない。

� 捕獲等の目的が第１項に規定する目的に適合しないこと。

� 捕獲等によって特定希少野生動植物の保護に支障を及ぼすおそれがあること。

� 捕獲等をする者が適当な飼養栽培施設を有しないことその他の事由により捕獲等に係る個体を適切に取り扱うことができないと認め

られること。

４ 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、その必要の限度において、第１項の許可に条件を付することが

できる。

５ 知事は、第１項の許可をしたときは、規則で定めるところにより、許可証を交付しなければならない。

６ 第１項の許可を受けた者のうち法人であるものその他その許可に係る捕獲等に他人を従事させることについてやむを得ない事由がある

ものとして規則で定めるものは、規則で定めるところにより、知事に申請をして、その者の監督の下にその許可に係る捕獲等に従事する

者（以下「従事者」という。）であることを証明する従事者証の交付を受けることができる。

７ 第１項の許可を受けた者は、その者若しくは従事者が第５項の許可証（以下「許可証」という。）若しくは前項の従事者証（以下「従

事者証」という。）を亡失し、又はその許可証若しくは従事者証が滅失したときは、規則で定めるところにより、知事に申請をして、そ

の許可証又は従事者証の再交付を受けることができる。

８ 第１項の許可を受けた者又は従事者は、捕獲等をするときは、許可証又は従事者証を携帯し、県の職員その他関係者から提示を求めら

れたときは、これを提示しなければならない。

９ 第１項の許可を受けて捕獲等をした者は、その捕獲等に係る個体を、適当な飼養栽培施設に収容することその他の規則で定める方法に

より適切に取り扱わなければならない。

（捕獲等許可者に対する措置命令等）

第１４条 知事は、前条第１項の許可を受けた者が同条第９項の規定に違反し、又は同条第４項の規定により許可に付された条件に違反した

場合において、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、飼養栽培施設の改善その他の必要な措置を講ずべきことを

命ずることができる。

２ 知事は、前条第１項の許可を受けた者が、この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定若しくはこの条例に基づく処分に違反した場

合において、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるとき、又は偽りその他不正の手段により同項の許可を受けたときは、

その許可を取り消すことができる。

（報告徴収及び立入検査）

第１５条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第１３条第１項の許可を受けた者に対し、特定希少野生動植物の個体の取扱いの状

況その他必要な事項について報告を求め、又はその職員に、特定希少野生動植物の個体の捕獲等に係る施設に立ち入り、特定希少野生動

植物の個体、飼養栽培施設、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（譲渡し等の禁止）

第１６条 第１２条の規定に違反して捕獲等をされた特定希少野生動植物の個体は、譲渡し若しくは譲受け又は引渡し若しくは引取りをしては

ならない。

第３節 生息地等の保護に関する規制

（土地の所有者等の義務）

第１７条 土地の所有者又は占有者は、その土地の利用に当たっては、特定希少野生動植物の保護に留意しなければならない。

（土地の所有者等に対する助言又は指導）

第１８条 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、土地の所有者又は占有者に対し、その土地の利用の方法そ

の他の事項に関し必要な助言又は指導をすることができる。

（特定希少野生動植物保護区）

第１９条 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、その個体の生息地又は生育地及びこれらと一体的にその保

護を図る必要がある区域であって、その個体の分布状況及び生態その他その個体の生息又は生育の状況を勘案してその特定希少野生動植

物の保護のため重要と認めるものを、特定希少野生動植物保護区として指定することができる。

２ 前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）は、指定の区域、指定に係る特定希少野生動植物及び指定の区域の保

護に関する指針（以下「指定の区域等」という。）を定めてするものとする。

３ 知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、審議会及び関係市町の意見を聴かなければならない。

４ 知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨を公告し、公告した日から起算して１４日を経過
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する日までの間、指定の区域等の案を公衆の縦覧に供しなければならない。

５ 前項の規定による公告があったときは、当該指定に係る区域の住民及び利害関係人は、同項に規定する期間が経過する日までの間に、

知事に指定の区域等の案についての意見書を提出することができる。

６ 知事は、指定の区域等の案について異議がある旨の前項の意見書の提出があったとき、その他指定に関し広く意見を聴く必要があると

認めるときは、公聴会を開催するものとする。

７ 知事は、指定をするときは、その旨及び指定の区域等を告示しなければならない。

８ 指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。

９ 知事は、特定希少野生動植物保護区に係る特定希少野生動植物の個体の生息又は生育の状況の変化その他の事情の変化により指定の必

要がなくなったと認めるとき、又は指定を継続することが適当でないと認めるときは、指定を解除しなければならない。

１０ 第３項、第７項及び第８項の規定は、前項の規定による指定の解除について準用する。この場合において、第７項中「指定の区域等」

とあるのは「解除に係る指定の区域」と、第８項中「前項」とあるのは「第１０項において準用する前項」と読み替えるものとする。

（行為の制限）

第２０条 特定希少野生動植物保護区の区域内においては、次に掲げる行為は、知事の許可を受けなければ、してはならない。

� 建築物その他の工作物を新築し、改築し、又は増築すること。

� 宅地を造成し、土地を開墾し、その他土地（水底を含む。）の形質を変更すること。

� 鉱物を採掘し、又は土石を採取すること。

� 水面を埋め立て、又は干拓すること。

� 河川、湖沼等の水位又は水量に増減を及ぼさせること。

� 木竹を伐採すること。

� 特定希少野生動植物の個体の生息又は生育に必要なものとして知事が指定する野生動植物の種の個体その他の物の捕獲等をすること。

� 特定希少野生動植物保護区の区域内の湖沼若しくは湿原であって知事が指定するもの又はこれらに流入する水域若しくは水路に汚水

又は廃水を排水設備を設けて排出すること。

	 道路、広場、田、畑、牧場及び宅地の区域以外の知事が指定する区域内において、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸

させること。


 特定希少野生動植物の個体の生息又は生育に支障を及ぼすおそれのある動植物の種として知事が指定するものの個体を放ち、植栽し、

又はまくこと。

� 特定希少野生動植物の個体の生息又は生育に支障を及ぼすおそれのあるものとして知事が指定する物質を散布すること。

� 火入れ又はたき火をすること。


 特定希少野生動植物の個体の生息又は生育に支障を及ぼすおそれのある方法として知事が定める方法によりその個体を観察すること。

２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、知事に許可の申請をしなければならない。

３ 知事は、前項の申請に係る行為が前条第２項の指定の区域の保護に関する指針に適合しないものであるときは、第１項の許可をしない

ことができる。

４ 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、その必要の限度において、第１項の許可に条件を付することが

できる。

５ 第１項の規定により同項各号に掲げる行為が規制されることとなった時において既に同項各号に掲げる行為に着手している者は、その

規制されることとなった日から起算して３月を経過する日までの間に知事に規則で定める事項を届け出たときは、同項の規定にかかわら

ず、引き続きその行為をすることができる。

６ 次に掲げる行為については、第１項の規定は、適用しない。

� 非常災害に対する必要な応急措置としての行為

� 通常の管理行為又は軽易な行為で規則で定めるもの

� 木竹の伐採で、知事が特定希少野生動植物保護区ごとに指定する方法及び限度内においてするもの

７ 前項第１号に掲げる行為であって第１項各号に掲げる行為に該当するものをした者は、その行為をした日から起算して１４日を経過する

日までの間に知事にその旨を届け出なければならない。

（立入制限地区）

第２１条 知事は、特定希少野生動植物保護区の区域内で特定希少野生動植物の個体の生息又は生育のため特にその保護を図る必要があると

認める場所を、立入制限地区として指定することができる。

２ 知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、その場所の土地の所有者又は占有者（正当な権原を有する者に限る。次項及び

第２４条第２項において同じ。）の同意を得なければならない。

３ 知事は、土地の所有者又は占有者が正当な理由により第１項の規定による指定を解除するよう求めたとき、又はその指定の必要がなく

なったと認めるときは、その指定を解除しなければならない。

４ 何人も、知事が定める期間内は、立入制限地区の区域内に立ち入ってはならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

� 非常災害に対する必要な応急措置としての行為をするために立ち入る場合

� 通常の管理行為又は軽易な行為で規則で定めるものをするために立ち入る場合
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� 前２号に掲げるもののほか、知事がやむを得ない事由があると認めて許可をした場合

５ 前項第３号の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、知事に許可の申請をしなければならない。

６ 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、その必要の限度において、第４項第３号の許可に条件を付する

ことができる。

７ 第１９条第２項から第８項までの規定は第１項の規定による指定について、同条第３項、第７項及び第８項の規定は第３項の規定による

指定の解除について準用する。この場合において、同条第２項中「指定の区域、指定に係る特定希少野生動植物及び指定の区域の保護に

関する指針（以下「指定の区域等」という。）」とあり、及び同条第４項から第６項までの規定中「指定の区域等」とあるのは「指定の

区域」と、同条第５項、第６項及び第８項中「前項」とあるのは「第２１条第７項において準用する前項」と、同条第７項中「指定の区域

等」とあるのは第１項の規定による指定については「指定の区域」と、第３項の規定による指定の解除については「解除に係る指定の区

域」と読み替えるものとする。

（措置命令等）

第２２条 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、特定希少野生動植物保護区の区域内において第２０条第１項

各号に掲げる行為をしている者又は立入制限地区の区域内において前条第４項第３号の許可に係る行為をしている者に対し、その行為の

実施方法について指示をすることができる。

２ 知事は、第２０条第１項若しくは前条第４項の規定に違反した者又は第２０条第４項若しくは前条第６項の規定により許可に付された条件

に違反した者がその違反行為によって特定希少野生動植物の個体の生息地又は生育地の保護に支障を及ぼした場合において、特定希少野

生動植物の保護のため必要があると認めるときは、これらの者に対し、当該行為の中止を命じ、又は相当の期限を定めて、原状回復その

他特定希少野生動植物の個体の生息地又は生育地の保護のため必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

３ 知事は、第２０条第１項又は前条第４項第３号の許可を受けた者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又はこの条例に基づく

処分に違反した場合において、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、その許可を取り消すことができる。

（報告徴収及び立入検査等）

第２３条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、特定希少野生動植物保護区の区域内において第２０条第１項各号に掲げる行為をし

た者に対し、その行為の実施状況その他必要な事項について報告を求めることができる。

２ 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、特定希少野生動植物保護区の区域内において前項に規定する者が所有し、

又は占有する土地に立ち入り、その者がした行為の実施状況について検査させ、若しくは関係者に質問させ、又はその行為が特定希少野

生動植物の保護に及ぼす影響について調査をさせることができる。

３ 前項の規定による立入検査又は立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

４ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（実地調査）

第２４条 知事は、第１９条第１項又は第２１条第１項の規定による指定をするための実地調査に必要な限度において、その職員に、他人の土地

に立ち入らせることができる。

２ 知事は、その職員に前項の規定による立入りをさせようとするときは、あらかじめ、土地の所有者又は占有者にその旨を通知し、意見

を述べる機会を与えなければならない。

３ 第１項の規定による立入りをする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

４ 土地の所有者又は占有者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立入りを拒み、又は妨げてはならない。

（損失の補償）

第２５条 県は、第２０条第１項の許可を受けることができないため、又は同条第４項の規定により許可に条件を付されたため損失を受けた者

に対し、通常生ずべき損失の補償をする。

２ 前項の規定による補償を受けようとする者は、知事にこれを請求しなければならない。

３ 知事は、前項の規定による請求を受けたときは、補償すべき金額を決定し、当該請求者にこれを通知しなければならない。

第４節 保護管理事業

（保護管理事業計画）

第２６条 知事は、保護管理事業の適正かつ効果的な実施に資するため、審議会の意見を聴いて、保護管理事業計画を定めるものとする。

２ 前項の保護管理事業計画は、保護管理事業の対象とすべき特定希少野生動植物ごとに、保護管理事業の目標、保護管理事業が実施され

るべき区域及び保護管理事業の内容その他保護管理事業が適正かつ効果的に実施されるために必要な事項について定めるものとする。

３ 知事は、第１項の保護管理事業計画を定めたときは、その概要を告示し、かつ、その保護管理事業計画を一般の閲覧に供しなければな

らない。

４ 第１項及び前項の規定は、第１項の保護管理事業計画の変更について準用する。

（保護管理事業の認定等）

第２７条 県は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、保護管理事業を実施するものとする。

２ 市町は、その実施する保護管理事業であってその事業計画が前条第１項の保護管理事業計画に適合するものについて、その旨の知事の

確認を受けることができる。当該確認を受けた保護管理事業の事業計画を変更しようとするときも、同様とする。

３ 国及び地方公共団体以外の者は、その実施する保護管理事業について、その者がその保護管理事業を適正かつ確実に実施することがで
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き、及びその保護管理事業の事業計画が前条第１項の保護管理事業計画に適合している旨の知事の認定を受けることができる。当該認定

を受けた保護管理事業の事業計画を変更しようとするときも、同様とする。

４ 知事は、前項の認定をしたときは、規則で定めるところにより、その旨を告示しなければならない。第２９条第２項又は第３項の規定に

よりこれを取り消したときも、同様とする。

（認定保護管理事業等の実施等）

第２８条 認定保護管理事業等（県の保護管理事業、前条第２項の確認を受けた保護管理事業及び同条第３項の認定を受けた保護管理事業を

いう。以下同じ。）は、第２６条第１項の保護管理事業計画に即して実施されなければならない。

２ 認定保護管理事業等として実施する行為については、第１２条、第２０条第１項及び第７項、第２１条第４項並びに第４１条第２項及び第３項

の規定は、適用しない。

３ 特定希少野生動植物保護区の区域内の土地の所有者又は占有者は、認定保護管理事業等として実施される保護管理事業のために必要な

施設の設置に協力するよう努めなければならない。

４ 知事は、前条第３項の認定を受けて保護管理事業を実施する者に対し、その保護管理事業の実施状況その他必要な事項について報告を

求めることができる。

（認定保護事業等の廃止等）

第２９条 第２７条第２項の確認又は同条第３項の認定を受けて保護管理事業を実施する者は、その保護管理事業を廃止したとき、又はその保

護管理事業を第２６条第１項の保護管理事業計画に即して実施することができなくなったときは、その旨を知事に通知しなければならない。

２ 知事は、前項の規定による通知があったときは、その通知に係る第２７条第２項の確認又は同条第３項の認定を取り消すものとする。

３ 知事は、第２７条第３項の認定を受けて保護管理事業を実施する者が、その保護管理事業を第２６条第１項の保護管理事業計画に即して実

施していないと認めるとき、その保護管理事業を適正かつ確実に実施することができなくなったと認めるとき、又は前条第４項に規定す

る報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたときは、その者に対し、その認定を取り消し、又はその保護管理事業の中止を命じ、若しくは

相当の期限を定めて、原状回復その他特定希少野生動植物の保護のため必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

第４章 外来生物による野生動植物の生息又は生育への影響の防止

（侵略的外来生物の個体を放つこと等の禁止）

第３０条 野生動植物とその性質が異なることにより野生動植物の生息又は生育への著しい影響を及ぼし、又は及ぼすおそれがある外来生物

（以下「侵略的外来生物」という。）の個体は、みだりに放ち、植栽し、又はまいてはならない。

（侵略的外来生物からの野生動植物の保護）

第３１条 県は、侵略的外来生物の個体数の低減、その生息地又は生育地の縮小その他野生動植物の保護のために必要な対策を講ずるものと

する。

（外来生物に関する情報の収集等）

第３２条 県は、野生動植物を保護するため、県内における外来生物に関する情報の収集、整理及び分析並びに研究の推進その他必要な措置

を講ずるものとする。

（外来生物に関する情報の提供）

第３３条 県は、外来生物が野生動植物の個体の生息又は生育に及ぼす影響について、県民等及び事業者の理解が深まるよう、その情報の提

供を行うものとする。

第５章 推進体制の整備等

（推進体制の整備）

第３４条 県は、野生動植物の多様性の保全に関する施策を実施するために必要な監視及び指導の体制その他その施策を推進するために必要

な体制の整備に努めるものとする。

（国及び他の地方公共団体との連携）

第３５条 県は、野生動植物の多様性の保全に関する施策の策定及び実施に当たっては、国及び他の地方公共団体と協力し、その推進に努め

るものとする。

（調査研究の推進等）

第３６条 県は、野生動植物の個体の生息又は生育の状況、その生息地又は生育地の状況その他野生動植物の多様性の保全に関し必要な事項

について、県民等、事業者、民間団体及び関係機関の協力を得て調査研究を推進し、並びに情報の収集、整理、分析及び提供を行うもの

とする。

（教育及び学習の機会の充実等）

第３７条 県は、野生動植物の多様性の保全について、県民等及び事業者の理解が深まるよう、市町、民間団体及び関係機関と連携し、野生

動植物に関する教育及び学習の機会の充実、広報活動その他の必要な措置を講ずるものとする。

（人材の育成）

第３８条 県は、野生動植物の多様性の保全を促進するため、民間団体及び関係機関と連携し、専門的な知識を有する人材を育成するために

必要な措置を講ずるものとする。

（県民等、事業者及び民間団体の活動への支援）

第３９条 県は、県民等、事業者及び民間団体が自発的に行う野生動植物の多様性の保全に関する活動について、助言その他の必要な支援を
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行うものとする。

（野生動植物保護推進員）

第４０条 知事は、野生動植物の多様性の保全に熱意と識見を有する者のうちから、野生動植物保護推進員（以下「推進員」という。）を委

嘱することができる。

２ 推進員は、次に掲げる活動を行う。

� 野生動植物の多様性の保全に関する啓発をすること。

� 野生動植物の個体の生息若しくは生育の状況又はその生息地若しくは生育地の状況について調査をすること。

� 希少野生動植物の個体の所有者若しくは占有者又はその生息地若しくは生育地の土地の所有者若しくは占有者に対し、その求めに応

じ希少野生動植物の保護のため必要な助言をすること。

� 野生動植物の保護に関する活動を行うものに対し、その活動の支援に必要な助言及び指導をすること。

� 野生動植物の多様性の保全のため県又は市町が行う施策に必要な協力をすること。

３ 推進員の任期は、３年とする。

４ 推進員が特定希少野生動植物の個体に関する調査で規則で定めるもののためにする捕獲等については、第１３条の規定は、適用しない。

第６章 雑則

（国等に関する特例）

第４１条 国又は地方公共団体（以下「国等」という。）が行う事務又は事業については、第１１条、第１２条、第１８条、第２０条第１項及び第７

項、第２１条第４項、第２２条第１項並びに第２３条第１項及び第２項の規定は、適用しない。

２ 国等は、第１２条第２号に掲げる場合以外の場合に特定希少野生動植物の生きている個体の捕獲等をしようとするとき、又は第２０条第１

項若しくは第２１条第４項第３号の許可を受けるべき行為に該当する行為をしようとするときは、規則で定める場合を除き、あらかじめ、

知事に協議しなければならない。

３ 国等は、第２０条第５項の規定により届出をして引き続き同条第１項各号に掲げる行為をすることができる場合に該当する場合にその行

為をするとき、又は同条第７項の規定により届出をすべき行為に該当する行為をしたときは、規則で定める場合を除き、これらの規定に

よる届出の例により、知事にその旨を通知しなければならない。

（規則への委任）

第４２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

第７章 罰則

第４３条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。

� 第１２条、第１６条又は第２０条第１項の規定に違反した者

� 偽りその他不正の手段により第１３条第１項の許可又は第２７条第３項の認定を受けた者

� 第１４条第１項、第２２条第２項又は第２９条第３項の規定による命令に違反した者

第４４条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

� 第１３条第４項又は第２０条第４項の規定により許可に付された条件に違反した者

� 第２１条第４項の規定に違反した者

第４５条 第２１条第６項の規定により許可に付された条件に違反した者は、５０万円以下の罰金に処する。

第４６条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。

� 第１３条第８項の規定に違反して許可証又は従事者証を携帯しないで捕獲等をした者

� 第１５条第１項に規定する報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若

しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者

� 第２３条第１項に規定する報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条第２項の規定による立入検査若しくは立入調査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者

� 第２４条第４項の規定に違反して、同条第１項の規定による立入りを拒み、又は妨げた者

第４７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第４３条から前条までの違反

行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

附 則

この条例は、平成２０年１０月１日から施行する。ただし、第１章、第２章及び第３章第１節の規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１６号
愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

目次

第１章～第４章 省略

第５章 雑則（第１９条―第２４条）

第６章 罰則（第２５条―第２８条）

附則

（手数料）

第２１条 省略

２ 前項に規定する手数料は、別表４の項に掲げる手数料にあって

は研修の申込みの際に、同表８の項に掲げる手数料にあっては犬

又はねこの引取りの際に、同表９の項に掲げる手数料にあっては

動物の返還の際に、その他の手数料にあっては申請の際に納付し

なければならない。

３・４ 省略

（市町が処理する事務）

第２２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１

項の規定に基づき、次に掲げる事務は、保健所を設置する市が処

理することとする。

� 法第２５条第１項の規定に基づく勧告に関する事務

� 法第２５条第２項の規定に基づく命令に関する事務

２ 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、法第３５条

第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基

づく犬又はねこの引取り及び当該犬又はねこの知事への引渡しに

関する事務（この条例の施行のための規則に基づく事務を含

む。）は、市町（松山市を除く。）が処理することとする。

（適用除外）

第２３条 この条例の規定（第１３条第１項及び第２項、第１４条、第１５

条第１項並びに第１９条（特定動物に関する部分に限る。）、第１６

条、第１８条第３項、第２１条 （別表８の項及び９の項に掲げる

手数料に関する部分を除く。）並びに第２２条第１項を除く。）

は、松山市の区域については、適用しない。

第２４条 省略

第２５条 省略

第２６条 省略

第２７条 省略

第２８条 省略

別表（第２１条関係）

目次

第１章～第４章 省略

第５章 雑則（第１９条―第２３条）

第６章 罰則（第２４条―第２７条）

附則

（手数料）

第２１条 省略

２ 前項に規定する手数料は、別表４の項に掲げる手数料にあって

は研修の申込みの際に、同表８の項に掲げる手数料にあっては

動物の返還の際に、その他の手数料にあっては申請の際に納付し

なければならない。

３・４ 省略

（適用除外）

第２２条 この条例の規定（第１３条第１項及び第２項、第１４条、第１５

条第１項並びに第１９条（特定動物に関する部分に限る。）、第１６

条、第１８条第３項並びに第２１条（別表８の項 に掲げる

手数料に関する部分を除く。） を除く。）

は、松山市の区域については、適用しない。

第２３条 省略

第２４条 省略

第２５条 省略

第２６条 省略

第２７条 省略

別表（第２１条関係）

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 法第３５条第１項の規定に基づく犬

又はねこの引取り

� 生後９１日以上の

もの１頭又は１匹

につき ２，０００円

� 生後９１日未満の

もの１頭又は１匹

につき ４００円

９ 省略 ８ 省略

附 則

１ この条例は、平成２０年１０月１日から施行する。

２ 愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１～５６の３ 省略 １～５６の３ 省略

５６の４ 動物の愛護及び管理に関する法律（昭

和４８年法律第１０５号。以下この項において

「法」という。）に基づく事務のうち、次に

掲げるもの

� 法第２５条第１項の規定に基づく勧告に関

する事務

� 法第２５条第２項の規定に基づく命令に関

する事務

保健所を設

置する市

５６の４ 省略 ５６の５ 省略

５６の５ 省略 ５６の６ 省略

５６の６ 省略 ５６の７ 省略

５７～６２ 省略 ５７～６２ 省略

�愛媛県条例第１７号
愛媛県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例

愛媛県心身障害者扶養共済制度条例（昭和４５年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（弔慰金）

第１５条 省略

２ 弔慰金の額は、次の各号に掲げる加入期間の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。

� １年以上５年未満 ５万円

� ５年以上２０年未満 １２万５千円

� ２０年以上 ２５万円

３ 口数追加加入者（第１８条第１項第２号ただし書に該当するもの

を除く。）については、前項の額に、次の各号に掲げる口数追加

期間（第１項の死亡の日まで継続する口数追加加入者であつた期

間をいう。以下この条において同じ。）の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額を加算する。ただし、口数追加期間が１年に

満たないときは、この限りでない。

� １年以上５年未満 ５万円

� ５年以上２０年未満 １２万５千円

� ２０年以上 ２５万円

４ 省略

（脱退一時金）

第１５条の２ 省略

２ 前項第１号に規定する場合の脱退一時金の額は、次の各号に掲

げる加入期間の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。

（弔慰金）

第１５条 省略

２ 弔慰金の額は、次の各号に掲げる加入期間の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。

� １年以上５年未満 ２万円

� ５年以上２０年未満 ５万円

� ２０年以上 １０万円

３ 口数追加加入者（第１８条第１項第２号ただし書に該当するもの

を除く。）については、前項の額に、次の各号に掲げる口数追加

期間（第１項の死亡の日まで継続する口数追加加入者であつた期

間をいう。以下この条において同じ。）の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額を加算する。ただし、口数追加期間が１年に

満たないときは、この限りでない。

� １年以上５年未満 ２万円

� ５年以上２０年未満 ５万円

� ２０年以上 １０万円

４ 省略

（脱退一時金）

第１５条の２ 省略

２ 前項第１号に規定する場合の脱退一時金の額は、次の各号に掲

げる加入期間の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。
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� ５年以上１０年未満 ７万５千円

� １０年以上２０年未満 １２万５千円

� ２０年以上 ２５万円

３ 口数追加加入者については、第１項第１号に規定する場合の脱

退一時金の額は、前項の額に、次の各号に掲げる口数追加期間の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。

� ５年以上１０年未満 ７万５千円

� １０年以上２０年未満 １２万５千円

� ２０年以上 ２５万円

４・５ 省略

別表（第８条関係）

� ５年以上１０年未満 ３万円

� １０年以上２０年未満 ５万円

� ２０年以上 １０万円

３ 口数追加加入者については、第１項第１号に規定する場合の脱

退一時金の額は、前項の額に、次の各号に掲げる口数追加期間の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。

� ５年以上１０年未満 ３万円

� １０年以上２０年未満 ５万円

� ２０年以上 １０万円

４・５ 省略

別表（第８条関係）

加入者となつた時又は口数追加

加入者となつた時の年齢区分

掛金月額 加入者となつた時又は口数追加

加入者となつた時の年齢区分

掛金月額

３５歳未満 ９，３００円 ３５歳未満 ３，５００円

３５歳以上４０歳未満 １１，４００円 ３５歳以上４０歳未満 ４，５００円

４０歳以上４５歳未満 １４，３００円 ４０歳以上４５歳未満 ６，０００円

４５歳以上５０歳未満 １７，３００円 ４５歳以上５０歳未満 ７，４００円

５０歳以上５５歳未満 １８，８００円 ５０歳以上５５歳未満 ８，９００円

５５歳以上６０歳未満 ２０，７００円 ５５歳以上６０歳未満 １０，８００円

６０歳以上６５歳未満 ２３，３００円 ６０歳以上６５歳未満 １３，３００円

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

（掛金に係る経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日においてこの制度に加入していた者であって施行日以後引き続きこの制度に加

入しているもの及び施行日の前日において他の共済制度に加入していた者であって施行日以後に改正後の愛媛県心身障害者扶養共済制度

条例（以下「新条例」という。）第４条第２項の規定によりこの制度に加入したもの（新条例第１８条第１項第２号ただし書に該当するも

のを除く。以下「既加入者」という。）のうち、昭和５４年１２月１日以後に加入者となった者であってその加入者となった時の年齢が４５歳

以上であったもの及び昭和６１年４月１日以後に加入者となった者であってその加入者となった時の年齢が４５歳未満であったものに係る新

条例第８条第１項の規定の適用については、同項本文中「別表」とあるのは、「愛媛県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条

例（平成２０年愛媛県条例第１７号）附則別表第１」とする。

３ 既加入者のうち、前項に規定する者以外の者に係る新条例第８条第１項の規定の適用については、同項中「別表」とあるのは「愛媛県

心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例（平成２０年愛媛県条例第１７号）附則別表第２」と、「２０年」とあるのは「２５年」とす

る。

４ 既加入者のうち、施行日の前日までに口数追加加入者となった者（次項に規定する者を除く。）に係る新条例第８条第２項の規定の適

用については、同項本文中「別表」とあるのは、「愛媛県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例（平成２０年愛媛県条例第１７

号）附則別表第１」とする。

５ 既加入者のうち、愛媛県心身障害者扶養共済制度条例等の一部を改正する条例（平成７年愛媛県条例第４１号。以下「平成７年改正条

例」という。）附則第２項の規定により口数追加加入者となった者に係る新条例第８条第２項の規定の適用については、同項中「前条第

２項の規定による口数追加の承認を受けた者」とあるのは「愛媛県心身障害者扶養共済制度条例等の一部を改正する条例（平成７年愛媛

県条例第４１号。以下「平成７年改正条例」という。）附則第２項の規定により口数追加加入者となつた者」と、「口数追加を認められた

日」とあるのは「平成７年改正条例附則第２項の規定により口数追加加入者となつた日」と、「別表」とあるのは「愛媛県心身障害者扶養

共済制度条例の一部を改正する条例（平成２０年愛媛県条例第１７号）附則別表第１」と、「口数追加の承認を受けた日」とあるのは「平成

７年改正条例第１条の規定による改正前の愛媛県心身障害者扶養共済制度条例の規定による特約条項又は口数追加条項の付加の承認を受

けた日」とする。

（弔慰金に係る経過措置）

６ 新条例第１５条第２項の規定にかかわらず、既加入者に係る弔慰金の額は、次の各号に掲げる加入期間の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額とする。

� １年以上５年未満 ３万円
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� ５年以上２０年未満 ７万５千円

� ２０年以上 １５万円

７ 新条例第１５条第３項本文の規定にかかわらず、既加入者のうち、施行日の前日までに口数追加加入者となった者（新条例第１８条第１項

第２号ただし書に該当するものを除く。）については、前項の額に、次の各号に掲げる口数追加期間の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を加算する。

� １年以上５年未満 ３万円

� ５年以上２０年未満 ７万５千円

� ２０年以上 １５万円

（脱退一時金に係る経過措置）

８ 新条例第１５条の２第２項の規定にかかわらず、既加入者に係る脱退一時金の額は、次の各号に掲げる加入期間の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額とする。

� ５年以上１０年未満 ４万５千円

� １０年以上２０年未満 ７万５千円

� ２０年以上 １５万円

９ 新条例第１５条の２第３項の規定にかかわらず、既加入者のうち、施行日の前日までに口数追加加入者となった者については、前項の額

に、次の各号に掲げる口数追加期間の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。

� ５年以上１０年未満 ４万５千円

� １０年以上２０年未満 ７万５千円

� ２０年以上 １５万円

（従前の給付）

１０ この条例の施行前の心身障害者の死亡に係る弔慰金並びに加入者の脱退の申出及び口数追加加入者の口数の減少の申出に係る脱退一時

金の額については、なお従前の例による。

附則別表第１（附則第２項、附則第４項、附則第５項関係）

加入者となった時又は口数追加加入者となった時（附則第５項に規定する者にあっては、平成７年改正条

例附則第２項に規定する旧条例の規定による特約付加入者又は口数追加付加入者となった時）の年齢区分

掛金月額

３５歳未満 ５，６００円

３５歳以上４０歳未満 ６，９００円

４０歳以上４５歳未満 ８，７００円

４５歳以上５０歳未満 １０，６００円

５０歳以上５５歳未満 １１，６００円

５５歳以上６０歳未満 １２，８００円

６０歳以上６５歳未満 １４，５００円

附則別表第２（附則第３項関係）

昭和６１年４月１日における年齢区分 掛金月額

３５歳未満 ５，６００円

３５歳以上４０歳未満 ６，９００円

４０歳以上４５歳未満 ８，７００円

４５歳以上 １０，６００円

�愛媛県条例第１８号
愛媛県後期高齢者医療財政安定化基金条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県後期高齢者医療財政安定化基金条例

（趣旨）

第１条 この条例は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「法」という。）及び前期高齢者交付金及び後期高齢

者医療の国庫負担金の算定等に関する政令（平成１９年政令第３２５号。以下「政令」という。）に定めるもののほか、法第１１６条第１項の規

定により設置された後期高齢者医療財政安定化基金（以下「基金」という。）の管理、処分及び運営に関し必要な事項を定めるものとす
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る。

（愛媛県後期高齢者医療広域連合の拠出率）

第２条 政令第１９条第１項の条例で定める割合は、１０，０００分の８とする。

（拠出金）

第３条 知事は、政令第１９条第１項に規定する拠出金のうち法第１１６条第２項第１号に規定する特定期間の各年度において愛媛県後期高齢

者医療広域連合（以下「広域連合」という。）から徴収する額を算定したときは、広域連合に対してその額、納期限その他必要な事項を

通知するものとする。

２ 広域連合は、前項の納期限後に同項の額を納付する場合においては、当該額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、年１４．６パーセントの割合を乗じて計算した額に相当する額の延滞金を加算して納付しなければならない。

（積立て）

第４条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第５条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第６条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第７条 基金は、法第１１６条第１項第１号に掲げる事業に係る交付金の交付又は同項第２号に掲げる事業に係る貸付金の貸付けを行う場合

に限り、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第８条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（償還金の延滞金）

第９条 広域連合は、政令第１４条第４項の償還期限後に第７条に規定する貸付金を償還する場合においては、当該貸付金の未償還額に、そ

の償還期限の翌日から償還の日までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセントの割合を乗じて計算した額に相当する額の延滞金を加算して

納付しなければならない。

（委任）

第１０条 この条例に定めるもののほか、基金の管理及び運営に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１９号
愛媛県後期高齢者医療審査会の医師等の報酬に関する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県後期高齢者医療審査会の医師等の報酬に関する条例

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１３０条において準用する国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１０１条第２

項の規定により、愛媛県後期高齢者医療審査会が診断又は検案をさせた医師又は歯科医師に対し支給する報酬の額は、診断又は検案に要し

た特別の技能の程度並びにこれに要した時間及び費用を考慮して知事が定める。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２０号
愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県産業技術研究所 の使用料及び手数料条例

（使用料及び手数料の納付）

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料条例

（使用料及び手数料の納付）
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第１条 愛媛県産業技術研究所

の施設、設備、装置若しくは機械器具等

を使用する者又は愛媛県産業技術研究所に試験、分析、鑑定、検

査、設計、意匠、図案の調製、試作品の製作その他加工作業等を

依頼する者は、この条例の定めるところにより、使用料又は手数

料を納めなければならない。

（使用料及び手数料の額）

第３条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、県内に住所又は事務所若しくは事業

所を有する者以外の者に係る使用料及び手数料の額は、同項に規

定する使用料及び手数料の額のそれぞれ２倍に相当する額とす

る。

別表（第３条関係）

使用料

第１条 愛媛県工業技術センター、愛媛県窯業試験場、愛媛県繊維

産業試験場若しくは愛媛県紙産業研究センター（以下「工業技術

センター等」という。）の施設、設備、装置若しくは機械器具等

を使用する者又は工業技術センター等 に試験、分析、鑑定、検

査、設計、意匠、図案の調製、試作品の製作その他加工作業等を

依頼する者は、この条例の定めるところにより、使用料又は手数

料を納めなければならない。

（使用料及び手数料の額）

第３条 省略

別表（第３条関係）

使用料

区分 種別 単位 金額 所掌区分 種別 単位 金額

技術開発関係 機械金属用機

器

１時間 １，６３０円 工業技術セン

ター

機械金属用機

器

１時間 ２，５４０円

電子用機器 １時間 １，１２０ 電子用機器 １時間 １，２２０

化学用機器 １時間 １，５２０ 化学用機器 １時間 ２，２４０

木竹加工用機

器

１時間 ５００

食品産業関係 食品加工用機

器

省略 食品加工用機

器

省略

窯業関係 省略 窯業試験場 省略

窯業用機器 １時間

又は１

回

１，６８０ 窯業用機器 １時間

又は１

回

５００

繊維産業関係 染織用機器 １時間 ７３０ 繊維産業試験

場

染織用機器 １時間 ８１０

紙産業関係 省略 紙産業研究セ

ンター

省略

物理試験用機

器

１時間 １，４７０ 物理試験用機

器

１時間 １，４２０

省略 省略

研修用機器 省略 研修用機器 省略

建設関係 土木用機器 １時間 ４２０

手数料 手数料

区分 種別 単位 金額 所掌区分 種別 単位 金額

技術開発関係 省略 工業技術セン

ター

省略

木工品等設計 １件 １７，０２０

図案調製等 省略 図案調製等 省略

食品産業関係 試験 １件 ４，１７０

窯業関係 省略 窯業試験場 省略

繊維産業関係 省略 繊維産業試験

場

省略

紙産業関係 試験 １件 ３，５６０ 紙産業研究セ

ンター

試験 １件 ３，７７０
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省略 省略

附 則

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例第３条第２項及び別表の規定は、平成２０年４月１日以後に徴収する手数料及び

使用料について適用し、同日前に徴収した手数料及び使用料については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第２１号
国営道前道後平野農業水利改良事業の負担金に関する条例を廃止する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

国営道前道後平野農業水利改良事業の負担金に関する条例を廃止する条例

国営道前道後平野農業水利改良事業の負担金に関する条例（昭和３４年愛媛県条例第１７号）は、廃止する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２２号
愛媛県監査委員条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県監査委員条例の一部を改正する条例

愛媛県監査委員条例（昭和３９年愛媛県条例第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（決算審査意見等の提出期日）

第８条 法第２３３条第３項及び法第２４１条第５項並びに地方公共団体

の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１

項に規定する意見は審査に付された日から３箇月以内に、地方公

営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項及び地方公共団

体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項に規定する意見は審

査に付された日から２箇月以内に知事に提出しなければならな

い。

（決算意見の提出）

第８条 法第２３３条第３項及び法第２４１条第５項

に規定する意見は審査に付された日から３箇月以内に、地方公

営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項

に規定する意見は審

査に付された日から２箇月以内に知事に提出しなければならな

い。

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２３号
愛媛県執行機関の附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県執行機関の附属機関設置条例の一部を改正する条例

愛媛県執行機関の附属機関設置条例（昭和２７年愛媛県条例第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

附属機

関の属

する執

行機関

附属機関 担 任 す る 事 務

構成

員の

数の

定限

附属機

関の属

する執

行機関

附属機関 担 任 す る 事 務

構成

員の

数の

定限
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省略 省略

教育委

員会

教育委

員会

愛媛県教

育文化賞

推せん委

員会

愛媛県教育文化賞規則に基く受賞

候補者の推せんに関する事項の調

査、審議及び受賞候補者名簿の作

製に関する事務

１０人

省略 省略

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２４号
愛媛県教育委員会所管の教育機関の設置等に関する条例及び愛媛県県立博物館設置条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県教育委員会所管の教育機関の設置等に関する条例及び愛媛県県立博物館設置条例の一部を改正する条例

（愛媛県教育委員会所管の教育機関の設置等に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会所管の教育機関の設置等に関する条例（昭和３２年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（指定管理者に管理を行わせることができる教育機関）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定に基づき教育委員会が指定する法人その他の団体（以下「指

定管理者」という。）に管理を行わせることができる教育機関

は、別表第２のとおりとする。

別表第１（第１条関係）

（指定管理者が管理を行う 教育機関）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定に基づき教育委員会が指定する法人その他の団体（以下「指

定管理者」という。）に管理を行わせる 教育機関

は、別表第２のとおりとする。

別表第１（第１条関係）

名 称 目 的 及 び 事 業 位 置 名 称 目 的 及 び 事 業 位 置

愛媛県武道館 省略 愛媛県武道館 省略

えひめ青少年ふ

れあいセンター

共同生活を通じ心身ともに健全な

青少年を育成し、家族、青少年等

の触れ合いを図り、及び県民の生

涯にわたる学習活動を支援するた

めに必要な青少年の研修の実施並

びに家族、青少年等の交流の機会

及び県民の生涯にわたる学習活動

の場の提供

松山市

愛媛県立南予青

年の家

愛媛県立東予青

年の家

共同生活を通じ心身ともに健全な

青少年を育成するために必要な教

育の実施 宇和島

市

西条市

愛媛県立中央青

年の家

愛媛県立南予青

年の家

愛媛県立東予青

年の家

共同生活を通じ心身ともに健全な

青少年を育成するために必要な教

育の実施

松山市

宇和島

市

西条市

省略 省略

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係）

愛媛県武道館

えひめ青少年ふれあいセンター

愛媛県生涯学習センター

愛媛県武道館
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（愛媛県県立博物館設置条例の一部改正）

第２条 愛媛県県立博物館設置条例（昭和４５年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第１８条の規定に基づ

き、県立博物館を別表第１のとおり設置する。

第２条 省略

（指定管理者に管理を行わせることができる県立博物館）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定に基づき愛媛県教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」という。）に

管理を行わせることができる県立博物館は、別表第２のとおりと

する。

（指定管理者の指定）

第４条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体は、

その指定を受けて管理を行おうとする県立博物館ごとに、申請書

に管理計画書その他教育委員会が定める書類を添えて、教育委員

会が定める期日までに教育委員会に提出しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の申請の手続について、あらかじめ、公表

しなければならない。

３ 教育委員会は、第１項の規定による申請があつたときは、当該

申請に係る県立博物館の管理を適正かつ確実に行うことができる

と認められる法人その他の団体であつて、当該県立博物館の設置

の目的を最も効果的かつ効率的に達成することができると認めら

れるものを選定し、議会の議決を経て、指定管理者として指定す

るものとする。

（指定の公示等）

第５条 教育委員会は、指定管理者の指定をしたとき、又はその指

定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若しくは一部の停止を

命じたときは、当該指定管理者の名称、住所その他の教育委員会

が定める事項を公示しなければならない。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の教育委員会が定める事

項を変更しようとするときは、変更しようとする日の２週間前ま

でに、その旨を教育委員会に届け出なければならない。

３ 教育委員会は、前項の規定による届出があつたときは、その旨

を公示しなければならない。

（指定管理者の原状回復義務等）

第６条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定

を取り消されたときは、その管理をしなくなつた県立博物館を直

ちに原状に回復しなければならない。ただし、教育委員会の承認

を得たときは、この限りでない。

２ 教育委員会は、指定管理者が故意又は過失により県立博物館を

損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害賠償を命ずるこ

とができる。

第７条 省略

別表第１（第１条関係）

（設置）

第１条 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第１８条の規定に基づ

き、県立博物館を別表 のとおり設置する。

第２条 省略

第３条 省略

別表 （第１条関係）

省略 省略

別表第２（第３条関係）

愛媛県総合科学博物館

愛媛県歴史文化博物館
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附 則

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、第２条中愛媛県県立博物館設置条例第３条を同条例第７条とし、同条例第２条の

次に４条を加える改正規定（同条例第４条及び第５条に係る部分に限る。）は公布の日から、第１条中愛媛県教育委員会所管の教育機関の

設置等に関する条例別表第１の改正規定は平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２５号
愛媛県生涯学習センター管理条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県生涯学習センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県生涯学習センター（以下「センター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 学習情報の収集及び提供並びに学習相談に関すること。

� 生涯学習の指導者の養成に関すること。

� 生涯学習に関する学習機会の提供に関すること。

� 愛媛人物博物館の運営に関すること。

� 施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する法人その

他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務（同条第４号に掲げる業務のうち教育委員会が定める業務を除く。）の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。

� その他教育委員会が定める業務

（開館時間等）

第４条 センターの開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、別表に掲げる施設は、午前９時から午後１０時まで利用することができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、第１項の開館時間

及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 センターの休館日は、月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日（以下「休日」

という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンターを利用させることが

できる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休館日を変

更することができる。

（禁止行為）

第６条 センターを利用する者は、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、教育委員会の許可を受けた場合は、この限りでない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件の設置

２ 前項の規定は、第８条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適用しない。

（入館の制限等）

第７条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、センターへの入館を禁じ、その利用を制
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限し、又は退館を命ずることができる。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあるとき。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等又はセンターが収集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「センター資料」という。）を滅失し若しくは損傷

し、又は滅失し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなければならない。これ

を変更しようとするときも、同様とする。

� 別表に掲げる施設

� 指定管理者が定める附属設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センターの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その許可に条件を付す

ることができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、前条第１項各号に掲げる施設等を利用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、同項の許

可をしないものとする。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等又はセンター資料を滅失し、又は損傷するおそれがあるとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止

することができる。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したとき。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければならない。

２ 利用料金は、センターの利用の前に納付しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ、又は分納させる

ことができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更しようと

するときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がセンターの目的を達成するために利用するとき。

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ないと認めたとき。

（センター資料の特別利用）

第１５条 センター資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれらにより得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利用」と

いう。）をしようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。

２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、センター資料の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付することがで

きる。

（特別利用料の納付）

第１６条 営利を目的としてセンター資料の特別利用をしようとする者で前条第１項の許可を受けたもの（以下「特別利用者」という。）は、

当該特別利用に係る使用料（以下「特別利用料」という。）を納付しなければならない。
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２ 特別利用料は、センター資料の特別利用の前に納付しなければならない。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させること

ができる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、センター資料１点の特別利用１回につき、５，０００円の範囲内で教育委員会が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その特別利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他特別利用者の責めに帰することができない理由により特別利用が不能となったとき。

� 特別利用者が教育委員会が定める日までに特別利用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたとき。

（センター資料の館外貸出し）

第２０条 教育委員会は、センターの業務に支障がない場合で、生涯学習に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認められ、

かつ、センター資料の取扱い上の安全が確認できるときは、センター資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受けた者が

その期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、センター資料の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付することがで

きる。

４ 教育委員会は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可したセンター資料の返還を求めることができる。

（損害賠償等）

第２１条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設等又はセンター資料を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれに

よって生じた損害を賠償しなければならない。

（教育委員会による管理）

第２２条 センターの管理を指定管理者が行うことができないときは、教育委員会は、センターの管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項及び第２項、第１３条（第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、前項の場合に準用

する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第１１条の見出し 利用料金 使用料

第１１条第１項 利用者 センターを利用する者（以下「利用者」という。）

利用料金 使用料

指定管理者に納付しなければ 納付しなければ

第１１条第２項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

後納させ、又は分納させる 後納させる

第１２条の見出し 利用料金 使用料

第１２条第１項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

第１２条第２項 指定管理者が定める附属設備 センターの附属設備

利用料金 使用料

指定管理者が定める額 教育委員会が定める額

第１３条の見出し 利用料金 使用料

第１３条各号列記以外の部分 指定管理者 教育委員会

利用料金 使用料

第１３条第２号 認めて指示する 認める

第１４条の見出し 利用料金 使用料

第１４条各号列記以外の部分 指定管理者が既に収受した利用料金 既に納付した使用料

第１４条第２号 前号に掲げるもののほか、指定管理者 利用者が教育委員会の定める日までに利用の取消し

を申し出て、教育委員会
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（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

（愛媛県生涯学習センター使用料条例の廃止）

２ 愛媛県生涯学習センター使用料条例（平成２年愛媛県条例第２６号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際教育委員会がした使用の許可その他の行為で現にその効力を有するもの又は現に教育委員会に対してされている申

請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以後においては、この条例中

の相当する規定に基づいて指定管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付については、なお従前の例による。

５ この条例の施行の際現にセンター資料の特別利用又は館外貸出しについて愛媛県生涯学習センター管理規則（平成３年愛媛県教育委員

会規則第６号）第１５条第１項又は第１６条第２項の許可を受けている者は、それらの許可と同様の条件により当該特別利用又は館外貸出し

について第１５条第１項又は第２０条第２項の許可を受けている者とみなす。

別表（第４条、第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

パソコン演習室 １時間につき ２，４８０円

展示室 １時間につき ３８０円

研修室 １室１時間につき １，９８０円

演劇レッスン室 １時間につき １，３２０円

音楽レッスン室 １時間につき １，２９０円

ホール １時間につき １０，１００円

楽屋 １室１時間につき ４６０円

リハーサル室 １時間につき １，１７０円

会議室 １時間につき ６４０円

ミーティングルーム １時間につき ７９０円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、その端数を１時間として計算する。
２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として計算する。

�愛媛県条例第２６号
愛媛県総合科学博物館管理条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県総合科学博物館管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県総合科学博物館（以下「博物館」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 博物館は、博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第３条に規定する事業に係る業務を行う。

２ 前項に定めるもののほか、博物館は、次に掲げる業務を行う。

� プラネタリウムの運営に関すること。

� 生涯学習の促進及び援助に関すること。

� 施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 博物館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する法人その他

の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条第１項に規定する業務のうち教育委員会が定める業務の実施に関すること。

� 前条第２項各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 博物館の利用の許可に関すること。
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� 博物館の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の収受に関すること。

� 博物館の利用の促進に関すること。

� 博物館の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。

� その他教育委員会が定める業務

（開館時間等）

第４条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１の１の項から７の項までに掲げる施設は、午前９時から午後１０時まで利用することができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、第１項の開館時間

及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 博物館の休館日は、次のとおりとする。

� 毎月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日（これらの日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条

に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に博物館を利用させることがで

きる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休館日を変

更することができる。

（禁止行為）

第６条 博物館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、教育委員会の許可を受けた場合は、この限りでない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件の設置

２ 前項の規定は、第８条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適用しない。

（入館の制限等）

第７条 指定管理者は、博物館を利用する者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、博物館への入館を禁じ、その利用を制限し、

又は退館を命ずることができる。博物館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあるとき。

� 博物館の秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� 博物館の施設等又は博物館が収集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「博物館資料」という。）を滅失し若しくは損傷し、又

は滅失し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 博物館の展示室又はプラネタリウムを観覧しようとする者及び次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管理者の定めると

ころにより、指定管理者の許可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

� 別表第１に掲げる施設

� 指定管理者が定める附属設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、博物館の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その許可に条件を付する

ことができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、博物館の展示室又はプラネタリウムを観覧しようとする者及び前条第１項各号に掲げる施設等を利用しようとする

者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、同項の許可をしないものとする。博物館の管理運営上やむを得ない理由があるとき

も、同様とする。

� 博物館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 博物館の施設等又は博物館資料を滅失し、又は損傷するおそれがあるとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止

することができる。博物館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。
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� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したとき。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければならない。

２ 利用料金は、博物館の利用の前に納付しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ、又は分納させるこ

とができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

２ 前項の規定にかかわらず、特別の展示に係る利用料金の額は、当該特別の展示に要する費用を勘案して指定管理者がその都度定める額

とする。

３ 前２項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が定める額とする。

４ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更しようと

するときも、同様とする。

５ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次に掲げる者に対しては、別表第２に掲げる利用料金を免除しなければならない。

� 教育課程に基づく学習活動として、プラネタリウムを観覧する県内の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の

小学部若しくは中学部の児童又は生徒及びこれらの引率者、展示室又はプラネタリウムを観覧する県内の高等学校、中等教育学校の後

期課程又は特別支援学校の高等部の生徒及びその引率者並びに展示室を観覧する県内の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は

特別支援学校の小学部若しくは中学部の児童又は生徒の引率者

� 身体に障害を有する者で、本人又はその保護者が身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者手帳の交

付を受けているもの及びその介護者

� 療育手帳（知的障害者の福祉の充実を図るため、児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された者に対して支

給される手帳で、その者の障害の程度その他の事項の記載があるものをいう。）の交付を受けている者及びその介護者

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

者及びその介護者

２ 前項各号に掲げる者が同項の利用料金の免除を受けようとする場合は、同項各号に該当することを証する書類を提示しなければならな

い。

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれかに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者が博物館の目的を達成するために利用するとき。

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者が博物館の施設等を利用する者の間の均衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の特別利用）

第１５条 博物館資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれらにより得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利用」とい

う。）をしようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。

２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付することができ

る。

（特別利用料の納付）

第１６条 営利を目的として博物館資料の特別利用をしようとする者で前条第１項の許可を受けたもの（以下「特別利用者」という。）は、

当該特別利用に係る使用料（以下「特別利用料」という。）を納付しなければならない。

２ 特別利用料は、博物館資料の特別利用の前に納付しなければならない。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させることが

できる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、博物館資料１点の特別利用１回につき、５，０００円の範囲内で教育委員会が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その特別利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他特別利用者の責めに帰することができない理由により特別利用が不能となったとき。
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� 特別利用者が教育委員会が定める日までに特別利用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の館外貸出し）

第２０条 教育委員会は、博物館の業務に支障がない場合で、自然史等に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認められ、か

つ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受けた者が

その期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付することができ

る。

４ 教育委員会は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可した博物館資料の返還を求めることができる。

（損害賠償等）

第２１条 自己の責めに帰すべき理由により、博物館の施設等又は博物館資料を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれによっ

て生じた損害を賠償しなければならない。

（教育委員会による管理）

第２２条 博物館の管理を指定管理者が行うことができないときは、教育委員会は、博物館の管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項から第３項まで、第１３条（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、前項の

場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み

替えるものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第１１条の見出し 利用料金 使用料

第１１条第１項 利用者 博物館を利用する者（以下「利用者」という。）

利用料金 使用料

指定管理者に納付しなければ 納付しなければ

第１１条第２項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

後納させ、又は分納させる 後納させる

第１２条の見出し 利用料金 使用料

第１２条第１項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

第１２条第２項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

第１２条第３項 指定管理者が定める附属設備 博物館の附属設備

利用料金 使用料

指定管理者が定める額 教育委員会が定める額

第１３条の見出し 利用料金 使用料

第１３条第１項各号列記以外の部分 指定管理者 教育委員会

利用料金 使用料

免除しなければならない 免除するものとする

第１３条第２項 利用料金 使用料

第１３条第３項各号列記以外の部分 指定管理者 教育委員会

利用料金 使用料

第１３条第３項第２号 認めて指示する 認める

第１４条の見出し 利用料金 使用料

第１４条各号列記以外の部分 指定管理者が既に収受した利用料金 既に納付した使用料

第１４条第２号 前号に掲げるもののほか、指定管理

者

別表第１に掲げる施設の利用者が教育委員会の定める日ま

でに利用の取消しを申し出て、教育委員会

（補則）
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第２３条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

（愛媛県総合科学博物館使用料条例の廃止）

２ 愛媛県総合科学博物館使用料条例（平成６年愛媛県条例第１５号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際教育委員会がした使用の許可その他の行為で現にその効力を有するもの又は現に教育委員会に対してされている申

請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以後においては、この条例中

の相当する規定に基づいて指定管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付については、なお従前の例による。

５ この条例の施行の際現に博物館資料の特別利用又は館外貸出しについて愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規

則第１１号）第１７条第１項又は第１８条第２項の許可を受けている者は、それらの許可と同様の条件により当該特別利用又は館外貸出しにつ

いて第１５条第１項又は第２０条第２項の許可を受けている者とみなす。

別表第１（第４条、第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

１ 多目的ホール １時間につき ２，９６０円

２ 控室 １室１時間につき ２２０円

３ 研修室 １室１時間につき １，５６０円

４ パソコン演習室 １時間につき １，５２０円

５ ミーティングルーム １時間につき ８６０円

６ 会議室 １時間につき ８１０円

７ オリエンテーションルーム １時間につき １，３８０円

８ 企画展示室 １時間につき ３，０４０円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、その端数を１時間として計算する。
２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として計算する。

別表第２（第１２条、第１３条関係）

１ 展示室観覧料

区 分 単 位 金 額

１５歳以上の者（中学校、中等教育学校の前期課程及

び特別支援学校の中学部の生徒を除く。）

１人１回につき ７５０円

２ プラネタリウム観覧料

区 分 単 位 金 額

１５歳以上の者（中学校、中等教育学校の前期課程及

び特別支援学校の中学部の生徒を除く。）

１人１回につき ７５０円

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は特別

支援学校の小学部若しくは中学部の児童又は生徒

１人１回につき ５００円

�愛媛県条例第２７号
愛媛県歴史文化博物館管理条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県歴史文化博物館管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県歴史文化博物館（以下「博物館」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 博物館は、博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第３条に規定する事業に係る業務を行う。
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２ 前項に定めるもののほか、博物館は、次に掲げる業務を行う。

� 生涯学習の促進及び援助に関すること。

� 施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 博物館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する法人その他

の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条第１項に規定する業務のうち教育委員会が定める業務の実施に関すること。

� 前条第２項各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 博物館の利用の許可に関すること。

� 博物館の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の収受に関すること。

� 博物館の利用の促進に関すること。

� 博物館の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。

� その他教育委員会が定める業務

（開館時間等）

第４条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１の１の項から７の項までに掲げる施設は、午前９時から午後１０時まで利用することができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、第１項の開館時間

及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 博物館の休館日は、次のとおりとする。

� 毎月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日（これらの日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条

に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に博物館を利用させることがで

きる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休館日を変

更することができる。

（禁止行為）

第６条 博物館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、教育委員会の許可を受けた場合は、この限りでない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件の設置

２ 前項の規定は、第８条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適用しない。

（入館の制限等）

第７条 指定管理者は、博物館を利用する者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、博物館への入館を禁じ、その利用を制限し、

又は退館を命ずることができる。博物館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあるとき。

� 博物館の秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� 博物館の施設等又は博物館が収集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「博物館資料」という。）を滅失し若しくは損傷し、又

は滅失し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 博物館の展示室を観覧しようとする者及び次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管理者の定めるところにより、指定管

理者の許可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

� 別表第１に掲げる施設

� 指定管理者が定める附属設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、博物館の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その許可に条件を付する

ことができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、博物館の展示室を観覧しようとする者及び前条第１項各号に掲げる施設等を利用しようとする者が次の各号のいず
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れかに該当すると認めるときは、同項の許可をしないものとする。博物館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 博物館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 博物館の施設等又は博物館資料を滅失し、又は損傷するおそれがあるとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止

することができる。博物館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したとき。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければならない。

２ 利用料金は、博物館の利用の前に納付しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ、又は分納させるこ

とができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

２ 前項の規定にかかわらず、特別の展示に係る利用料金の額は、当該特別の展示に要する費用を勘案して指定管理者がその都度定める額

とする。

３ 前２項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が定める額とする。

４ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更しようと

するときも、同様とする。

５ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次に掲げる者に対しては、別表第２に掲げる利用料金を免除しなければならない。

� 教育課程に基づく学習活動として、展示室を観覧する県内の高等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校の高等部の生徒及

びその引率者並びに展示室を観覧する県内の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部の児

童又は生徒の引率者

� 身体に障害を有する者で、本人又はその保護者が身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者手帳の交

付を受けているもの及びその介護者

� 療育手帳（知的障害者の福祉の充実を図るため、児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された者に対して支

給される手帳で、その者の障害の程度その他の事項の記載があるものをいう。）の交付を受けている者及びその介護者

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

者及びその介護者

２ 前項各号に掲げる者が同項の利用料金の免除を受けようとする場合は、同項各号に該当することを証する書類を提示しなければならな

い。

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれかに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者が博物館の目的を達成するために利用するとき。

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者が博物館の施設等を利用する者の間の均衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の特別利用）

第１５条 博物館資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれらにより得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利用」とい

う。）をしようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。

２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付することができ

る。

（特別利用料の納付）

第１６条 営利を目的として博物館資料の特別利用をしようとする者で前条第１項の許可を受けたもの（以下「特別利用者」という。）は、

当該特別利用に係る使用料（以下「特別利用料」という。）を納付しなければならない。

２ 特別利用料は、博物館資料の特別利用の前に納付しなければならない。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させることが
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できる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、博物館資料１点の特別利用１回につき、５，０００円の範囲内で教育委員会が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その特別利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他特別利用者の責めに帰することができない理由により特別利用が不能となったとき。

� 特別利用者が教育委員会が定める日までに特別利用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の館外貸出し）

第２０条 教育委員会は、博物館の業務に支障がない場合で、歴史文化に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認められ、か

つ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受けた者が

その期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付することができ

る。

４ 教育委員会は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可した博物館資料の返還を求めることができる。

（損害賠償等）

第２１条 自己の責めに帰すべき理由により、博物館の施設等又は博物館資料を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれによっ

て生じた損害を賠償しなければならない。

（教育委員会による管理）

第２２条 博物館の管理を指定管理者が行うことができないときは、教育委員会は、博物館の管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項から第３項まで、第１３条（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、前項の

場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み

替えるものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第１１条の見出し 利用料金 使用料

第１１条第１項 利用者 博物館を利用する者（以下「利用者」という。）

利用料金 使用料

指定管理者に納付しなければ 納付しなければ

第１１条第２項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

後納させ、又は分納させる 後納させる

第１２条の見出し 利用料金 使用料

第１２条第１項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

第１２条第２項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

第１２条第３項 指定管理者が定める附属設備 博物館の附属設備

利用料金 使用料

指定管理者が定める額 教育委員会が定める額

第１３条の見出し 利用料金 使用料

第１３条第１項各号列記以外の部分 指定管理者 教育委員会

利用料金 使用料

免除しなければならない 免除するものとする

第１３条第２項 利用料金 使用料

第１３条第３項各号列記以外の部分 指定管理者 教育委員会

利用料金 使用料
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第１３条第３項第２号 認めて指示する 認める

第１４条の見出し 利用料金 使用料

第１４条各号列記以外の部分 指定管理者が既に収受した利用料金 既に納付した使用料

第１４条第２号 前号に掲げるもののほか、指定管理

者

別表第１に掲げる施設の利用者が教育委員会の定める日ま

でに利用の取消しを申し出て、教育委員会

（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

（愛媛県歴史文化博物館使用料条例の廃止）

２ 愛媛県歴史文化博物館使用料条例（平成６年愛媛県条例第１６号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際教育委員会がした使用の許可その他の行為で現にその効力を有するもの又は現に教育委員会に対してされている申

請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以後においては、この条例中

の相当する規定に基づいて指定管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付については、なお従前の例による。

５ この条例の施行の際現に博物館資料の特別利用又は館外貸出しについて愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規

則第１３号）第１７条第１項又は第１８条第２項の許可を受けている者は、それらの許可と同様の条件により当該特別利用又は館外貸出しにつ

いて第１５条第１項又は第２０条第２項の許可を受けている者とみなす。

別表第１（第４条、第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

１ 多目的ホール １時間につき ２，９６０円

２ 控室 １室１時間につき ３６０円

３ 研修室 １室１時間につき ８２０円

４ パソコン演習室 １時間につき １，５２０円

５ ミーティングルーム １時間につき ７８０円

６ 会議室 １時間につき １，０６０円

７ オリエンテーションルーム １時間につき ２，０００円

８ 企画展示室 １時間につき ３，５６０円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、その端数を１時間として計算する。
２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として計算する。

別表第２（第１２条、第１３条関係）

展示室観覧料

区 分 単 位 金 額

１５歳以上の者（中学校、中等教育学校の前期課程及

び特別支援学校の中学部の生徒を除く。）
１人１回につき ７５０円

�愛媛県条例第２８号
えひめ青少年ふれあいセンター使用料条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

えひめ青少年ふれあいセンター使用料条例

（使用料の徴収）

第１条 えひめ青少年ふれあいセンター（以下「センター」という。）を使用する者から、この条例の定めるところにより、使用料を徴収

する。

（使用料の額）

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１

６２



��������������

第２条 前条に規定する使用料（以下「使用料」という。）の額は、次の各号に掲げる使用の区分に応じ、当該各号に定める額の範囲内で

教育委員会が定める額とする。

� 宿泊使用 １人１泊につき ８００円

� 日帰り使用 １人１日につき ２００円

（使用料の納付時期）

第３条 使用料は、センターの使用の前に納付しなければならない。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させることができる。

（使用料の減免）

第４条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その使用料を減免することができる。

（使用料の不還付）

第５条 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他センターを使用する者の責めに帰することができない理由により使用が不能となったとき。

� センターを使用する者が教育委員会が定める日までに使用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたとき。

（委任）

第６条 この条例に定めるもののほか、使用料の徴収に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

（施行期日等）

１ この条例は、平成２０年６月１日から施行する。

２ この条例の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用する。

（この条例の失効）

３ この条例は、平成２１年３月３１日限り、その効力を失う。

（この条例の失効に伴う経過措置）

４ 平成２１年３月３１日以前の使用に係る使用料の徴収及び還付については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第２９号
えひめ青少年ふれあいセンター管理条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

えひめ青少年ふれあいセンター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、えひめ青少年ふれあいセンター（以下「センター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 青少年の団体宿泊訓練その他青少年の教育に必要な研修に関すること。

� 家族、青少年等の体験活動の機会の提供に関すること。

� 県民の生涯学習活動の場の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する法人その

他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。

� その他教育委員会が定める業務

（利用者）

第４条 センターを利用することができる者は、次に掲げる団体の構成員で、当該団体の活動への参加のために利用しようとするものとす

る。

� 青少年、青少年の育成関係者又はこれらの者により構成される団体

� 生涯学習活動に関する計画を有し、当該活動を行う団体

� その他指定管理者が適当と認める団体

（利用時間）

第５条 センターの利用時間は、次の各号に掲げる利用の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１

６３



� 宿泊利用 到着の日の午前８時３０分から出発の日の午後５時３０分まで

� 日帰り利用 午前８時３０分から午後５時３０分まで

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の利用時間を変

更することができる。

（休所日）

第６条 センターの休所日は、月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日（以下「休日」

という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、臨時に休所し、又は休所日にセンターを利用させることが

できる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休所日を変

更することができる。

（利用の許可）

第７条 センターを利用しようとする者並びに指定管理者が定める附属設備及び備品を利用しようとする者は、指定管理者の定めるところ

により、指定管理者の許可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センターの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その許可に条件を付す

ることができる。

（許可の基準）

第８条 指定管理者は、センターを利用しようとする者並びに指定管理者が定める附属設備及び備品を利用しようとする者が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、前条第１項の許可をしないものとする。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様

とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあるとき。

（許可の取消し等）

第９条 指定管理者は、第７条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、そ

の許可を取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止することができる。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様と

する。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第７条第１項の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第７条第２項の規定により付された条件に違反したとき。

（利用料金の納付）

第１０条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければならない。

２ 利用料金は、センターの利用の前に納付しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ、又は分納させる

ことができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１１条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更しようと

するときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１２条 指定管理者は、次に掲げる者に対しては、利用料金を免除しなければならない。

� 教育課程に基づく学習活動として、日帰り利用を行う県内の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校又は特別支援学校の児童又は

生徒及びこれらの引率者

� 身体に障害を有する者で、本人又はその保護者が身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者手帳の交

付を受けているもの及びその介護者

� 療育手帳（知的障害者の福祉の充実を図るため、児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された者に対して支

給される手帳で、その者の障害の程度その他の事項の記載があるものをいう。）の交付を受けている者及びその介護者

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

者及びその介護者

２ 前項各号に掲げる者が同項の利用料金の免除を受けようとする場合は、同項各号に該当することを証する書類を提示しなければならな

い。
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３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれかに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がセンターの目的を達成するために利用するとき。

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１３条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ないと認めたとき。

（損害賠償等）

第１４条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれによって生じた損害

を賠償しなければならない。

（教育委員会による管理）

第１５条 センターの管理を指定管理者が行うことができないときは、教育委員会は、センターの管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１０条第１項及び第２項、第１１条第１項及び第２項、第１２条（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１３条の規定は、前項の場合

に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第１０条の見出し 利用料金 使用料

第１０条第１項 利用者 センターを利用する者（以下「利用者」という。）

利用料金 使用料

指定管理者に納付しなければ 納付しなければ

第１０条第２項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

後納させ、又は分納させる 後納させる

第１１条の見出し 利用料金 使用料

第１１条第１項 利用料金 使用料

指定管理者 教育委員会

第１１条第２項 指定管理者が定める附属設備 センターの附属設備

利用料金 使用料

指定管理者が定める額 教育委員会が定める額

第１２条の見出し 利用料金 使用料

第１２条第１項各号列記以外の部分 指定管理者 教育委員会

利用料金 使用料

免除しなければならない 免除するものとする

第１２条第２項 利用料金 使用料

第１２条第３項各号列記以外の部分 指定管理者 教育委員会

利用料金 使用料

第１２条第３項第２号 認めて指示する 認める

第１３条の見出し 利用料金 使用料

第１３条各号列記以外の部分 指定管理者が既に収受した利用料金 既に納付した使用料

第１３条第２号 前号に掲げるもののほか、指定管理者 利用者が教育委員会の定める日までに利用の取消しを申

し出て、教育委員会

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の際教育委員会がした使用の許可その他の行為で現にその効力を有するもの又は現に教育委員会に対してされている申
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請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以後においては、この条例中

の相当する規定に基づいて指定管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対してされた申請その他の行為とみなす。

別表（第１１条関係）

区 分
金 額

宿泊利用 日帰り利用

１ 小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援

学校の小学部若しくは中学部の児童又は生徒

１人１泊につき ３００円 １人１日につき １００円

２ 高等学校、中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高

等部、高等専門学校又は大学の生徒又は学生

１人１泊につき ６００円 １人１日につき ２００円

３ １及び２以外の者（小学校就学の始期に達するまでの者

を除く。）

１人１泊につき ９００円 １人１日につき ３００円

�愛媛県条例第３０号
教育職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

教育職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭、主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、講師（大学

に勤務する者以外の者で常時勤務のもの及び第７条の２第２項に

規定する短時間勤務教育職員であるものに限る。）、養護助教

諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県においてその給与

を支給している者をいう。

別表第１（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭 、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、講師（大学

に勤務する者以外の者で常時勤務のもの及び第７条の２第２項に

規定する短時間勤務教育職員であるものに限る。）、養護助教

諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県においてその給与

を支給している者をいう。

別表第１（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表

職員

の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 職員

の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級特２級

号給
給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額
号給

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

省略 省略 円 省略 省略 省略 省略 省略 省略

１ ２５５，１９２ １

２ ２５８，００４ ２

３ ２６０，８１６ ３

４ ２６３，６２８ ４

５ ２６６，４４０ ５

６ ２６９，１５２ ６

７ ２７１，８６４ ７

８ ２７４，５７５ ８

９ ２７７，２８７ ９

１０ ２７９，９９８ １０
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１１ ２８２，７１０ １１

１２ ２８５，４２２ １２

１３ ２８８，１３３ １３

１４ ２９０，８４５ １４

１５ ２９３，５５６ １５

１６ ２９６，２６８ １６

１７ ２９８，９８０ １７

１８ ３０１，６９１ １８

１９ ３０４，４０３ １９

２０ ３０７，１１４ ２０

２１ ３０９，８２６ ２１

２２ ３１２，５３８ ２２

２３ ３１５，２４９ ２３

２４ ３１７，９６１ ２４

２５ ３２０，６７２ ２５

２６ ３２３，０８３ ２６

２７ ３２５，４９３ ２７

２８ ３２７，９０３ ２８

２９ ３３０，３１４ ２９

３０ ３３２，５２３ ３０

３１ ３３４，７３３ ３１

３２ ３３６，９４２ ３２

３３ ３３９，１５２ ３３

３４ ３４１，２６１ ３４

３５ ３４３，３７０ ３５

３６ ３４５，４７９ ３６

３７ ３４７，５８８ ３７

３８ ３４９，５９６ ３８

３９ ３５１，６０５ ３９

４０ ３５３，６１４ ４０

４１ ３５５，６２２ ４１

４２ ３５７，４３０ ４２

４３ ３５９，２３８ ４３

４４ ３６１，０４５ ４４

４５ ３６２，８５３ ４５
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４６ ３６４，５６０ ４６

４７ ３６６，２６８ ４７

４８ ３６７，９７５ ４８

４９ ３６９，６８２ ４９

５０ ３７１，３９０ ５０

５１ ３７３，０９７ ５１

５２ ３７４，８０４ ５２

５３ ３７６，５１２ ５３

５４ ３７８，０１８ ５４

５５ ３７９，５２４ ５５

５６ ３８１，０３１ ５６

５７ ３８２，５３７ ５７

５８ ３８３，９４３ ５８

５９ ３８５，３４９ ５９

６０ ３８６，７５５ ６０

６１ ３８８，１６１ ６１

６２ ３８９，４６７ ６２

６３ ３９０，７７３ ６３

６４ ３９２，０７８ ６４

６５ ３９３，３８４ ６５

６６ ３９４，５８９ ６６

６７ ３９５，７９４ ６７

６８ ３９６，９９９ ６８

６９ ３９８，２０４ ６９

７０ ３９９，４１０ ７０

７１ ４００，６１５ ７１

７２ ４０１，８２０ ７２

再任 再任

用教 ７３ ４０３，０２５ 用教 ７３

育職 ７４ ４０４，１３０ 育職 ７４

員以 ７５ ４０５，２３５ 員以 ７５

外の ７６ ４０６，３３９ 外の ７６

教育 教育

職員 ７７ ４０７，４４４ 職員 ７７

７８ ４０８，４４８ ７８

７９ ４０９，４５３ ７９

８０ ４１０，４５７ ８０
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８１ ４１１，４６１ ８１

８２ ４１２，２６５ ８２

８３ ４１３，０６８ ８３

８４ ４１３，８７２ ８４

８５ ４１４，６７５ ８５

８６ ４１５，４７８ ８６

８７ ４１６，２８２ ８７

８８ ４１７，０８５ ８８

８９ ４１７，８８９ ８９

９０ ４１８，５９２ ９０

９１ ４１９，２９５ ９１

９２ ４１９，９９８ ９２

９３ ４２０，７０１ ９３

９４ ４２１，４０４ ９４

９５ ４２２，１０７ ９５

９６ ４２２，８１０ ９６

９７ ４２３，５１３ ９７

９８ ４２４，１１５ ９８

９９ ４２４，７１８ ９９

１００ ４２５，２２０ １００

１０１ ４２５，７２２ １０１

１０２ ４２６，３２５ １０２

１０３ ４２６，９２７ １０３

１０４ ４２７，４３０ １０４

１０５ ４２７，９３２ １０５

１０６ ４２８，５３４ １０６

１０７ ４２９，１３７ １０７

１０８ ４２９，６３９ １０８

１０９ ４３０，１４１ １０９

１１０～ １１０～

１４９ １４９

省略 省略

再任

用教

育職

員

省略 省略 ３０５，００５ 省略 省略 再任

用教

育職

員

省略 省略 省略 省略

備考 省略 備考 省略
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（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、主

幹教諭、教諭、助教諭、講師（大学に勤務する者以外の者で常時

勤務のもの並びに第６条第１項に規定する再任用短時間勤務教育

職員及び任期付短時間勤務教育職員であるものに限る。）、養護

教諭、養護助教諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員をい

う。

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭

、教諭、助教諭、講師（大学に勤務する者以外の者で常時

勤務のもの並びに第６条第１項に規定する再任用短時間勤務教育

職員及び任期付短時間勤務教育職員であるものに限る。）、養護

教諭、養護助教諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員をい

う。

（教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部改正）

第３条 教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育

学校又は特別支援学校の小学部、中学部若しくは高等部に勤務す

る校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、

養護助教諭、講師（常時勤務の者及び地方公務員法第２８条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める者に限る。）、実習助手

及び寄宿舎指導員をいう。

（教職調整額の支給）

第３条 教育職員のうち、その属する職務の級が教育職員の給与に

関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号。以下「給与条例」とい

う。）別表第１又は別表第２の給料表の１級、２級又は特２級で

ある者には、その者の給料月額の１００分の４に相当する額の教職

調整額を支給する。

２ 省略

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育

学校又は特別支援学校の小学部、中学部若しくは高等部に勤務す

る校長、教頭 、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、

養護助教諭、講師（常時勤務の者及び地方公務員法第２８条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める者に限る。）、実習助手

及び寄宿舎指導員をいう。

（教職調整額の支給）

第３条 教育職員のうち、その属する職務の級が教育職員の給与に

関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号。以下「給与条例」とい

う。）別表第１又は別表第２の給料表の１級又は２級 で

ある者には、その者の給料月額の１００分の４に相当する額の教職

調整額を支給する。

２ 省略

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第３１号
教育職員の特殊勤務手当に関する条例及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部を改

正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

教育職員の特殊勤務手当に関する条例及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部

を改正する条例

（教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

第１条 教育職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別支援教育手当）

第１０条の２ 特別支援教育手当は、次に掲げる教育職員が障害のあ

る幼児、児童又は生徒に対する授業又は指導に直接従事した場合

（特別支援教育手当）

第１０条の２ 特別支援教育手当は、次に掲げる教育職員が障害のあ

る幼児、児童又は生徒に対する授業又は指導に直接従事した場合

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１
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に支給する。

�・� 省略

� 小学校又は中学校に勤務する教育職員で、学校教育法施行規

則第１４０条 の規定による障害に応じた特別の指導を本務とす

るもの

に支給する。

�・� 省略

� 小学校又は中学校に勤務する教育職員で、学校教育法施行規

則第７３条の２１の規定による障害に応じた特別の指導を本務とす

るもの

（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部改正）

第２条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例（平成１８年愛媛県条例第５４号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

� 省略

� 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設をい

う。

ア 幼稚園教育要領（学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令

第１１号）第３８条に規定する幼稚園教育要領をいう。以下同

じ。）に従って編成された教育課程に基づく教育を行うほ

か、当該教育のための時間の終了後、在籍している子どもの

うち児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規

定する幼児に該当する者に対する保育を行う幼稚園

イ 省略

�・� 省略

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

� 省略

� 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設をい

う。

ア 幼稚園教育要領（学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令

第１１号）第７６条に規定する幼稚園教育要領をいう。以下同

じ。）に従って編成された教育課程に基づく教育を行うほ

か、当該教育のための時間の終了後、在籍している子どもの

うち児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規

定する幼児に該当する者に対する保育を行う幼稚園

イ 省略

�・� 省略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第３２号
愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ４，１２３人

� 市町立学校の職員 ９，０６７人

計 １３，１９０人

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ４，１７２人

� 市町立学校の職員 ９，１６１人

計 １３，３３３人

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第３３号
愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例

愛媛県県立学校設置条例（昭和３９年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表１（第２条、附則第２項関係） 別表１（第２条、附則第２項関係）

学 校 名 位 置 学 校 名 位 置

省略

省略

省略

省略

今治東高等学校

省略

松山西高等学校

省略

今治市

松山市

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第３４号
萬翠荘管理条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

萬翠荘管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、萬翠荘の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 萬翠荘は、次に掲げる業務を行う。

� 萬翠荘の公開に関すること。

� 県民の文化の振興を図るための各種の行事又は集会に必要な施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 萬翠荘の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定する法人その他の団体

をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 萬翠荘の利用の許可に関すること。

� 萬翠荘の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の収受に関すること。

� 萬翠荘の利用の促進に関すること。

� 萬翠荘の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開館時間）

第４条 萬翠荘の開館時間は、午前９時から午後６時までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の開館時間を変更する

ことができる。

（休館日）

第５条 萬翠荘の休館日は、月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日（以下「休日」と

いう。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に萬翠荘を利用させることがで

きる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の休館日を変更する

ことができる。

（禁止行為）

第６条 萬翠荘を利用する者は、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、知事の許可を受けた場合は、この限りでない。

� 寄附の募集

愛 媛 県 報平成２０年３月２８日 第１９５０号外１
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� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件の設置

２ 前項の規定は、第８条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適用しない。

（入館の制限等）

第７条 指定管理者は、萬翠荘を利用する者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、萬翠荘への入館を禁じ、その利用を制限し、

又は退館を命ずることができる。萬翠荘の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあるとき。

� 萬翠荘の秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� 萬翠荘の施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなければならない。これ

を変更しようとするときも、同様とする。

� 別表に掲げる施設

� 指定管理者が定める附属設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、萬翠荘の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その許可に条件を付する

ことができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、前条第１項各号に掲げる施設等を利用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、同項の許

可をしないものとする。萬翠荘の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 萬翠荘の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 萬翠荘の施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあるとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止

することができる。萬翠荘の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したとき。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければならない。

２ 利用料金は、萬翠荘の利用の前に納付しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ、又は分納させるこ

とができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を変更しようとすると

きも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者が萬翠荘の目的を達成するために利用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者が萬翠荘の施設等を利用する者の間の均衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ないと認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条 自己の責めに帰すべき理由により、萬翠荘の施設等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれによって生じた損害を
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賠償しなければならない。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、萬翠荘の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際愛媛県美術館分館として教育委員会がした使用の許可その他の行為で現にその効力を有するもの又は現に教育委員

会に対してされている申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以後

においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対してされた申請その他

の行為とみなす。

３ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付については、なお従前の例による。

別表（第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

展示室 １室１日につき ４，６００円

愚陀佛庵 １日につき ３，４００円

備考 第４条の開館時間以外の時間に利用する場合の利用料金の額は、１時間（利用時間に１時間未満の端数があるとき、又は利用時
間が１時間に満たないときは、１時間とする。）につき、次の表に定める額の範囲内の額を加算した額とする。

区 分 金 額

展示室 ７００円

愚陀佛庵 ５００円

�愛媛県条例第３５号
愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 病院事業

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 病院事業

名 称 位 置 診 療 科 目 病床数 名 称 位 置 診 療 科 目 病床数

省略 省略

愛媛県立

新居浜病

院

新居浜市 内科、外科、呼吸器科、小

児科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科、歯科、放射線科、

整形外科、麻酔科、消化器

科、循環器科、脳神経外

科、呼吸器外科、心臓血管

外科

３５０ 愛媛県立

新居浜病

院

新居浜市 内科、外科、呼吸器科、小

児科、皮膚科、泌尿器科

、眼科、耳鼻いん

こう科、歯科、放射線科、

整形外科、麻酔科、消化器

科、循環器科、脳神経外

科、呼吸器外科、心臓血管

外科

３５０

附 則
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この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第３６号
愛媛県議会議員の報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県議会議員の報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会議員の報酬の特例に関する条例（平成１９年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２１年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成２０年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第３７号
愛媛県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県政務調査費の交付に関する条例（平成１３年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（交付の対象）

第２条 政務調査費は、議員の職にある者

に対し交付する。

（政務調査費の額）

第３条 政務調査費は、月額３３万円を月の初日に在職する議員に対

し交付する。

２ 議員の任期満了の場合又は月の途中（初日を除く

。）において議員の辞職、失職、死亡若しくは除名

若しくは議会の解散があった場合

におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務調査費の額に

ついては、これらの事由が生じなかったものとみなす。

（交付の対象）

第２条 政務調査費は、愛媛県議会における会派（愛媛県議会議長

（以下「議長」という。）に対し届出のあった会派で愛媛県議会

運営委員会において認定されたものをいい、所属議員が１人のも

のを含む。以下「会派」という。）に対し交付する。

（政務調査費の額）

第３条 政務調査費の額は、月額３３万円に会派の所属議員の数を乗

じて得た額とする。

２ 前項の所属議員の数は、月の初日における各会派の所属議員の

数による。

３ 議員の任期満了の場合又は月の途中（初日を除く。以下同

じ。）において議員の辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所

属会派からの脱会若しくは除名若しくは議会の解散があった場合

におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務調査費の額に

ついては、これらの事由が生じなかったものとみなす。月の途中

において一の会派が他の会派と合併し、又は会派が解散した場合

も、同様とする。

４ 各会派の所属議員の数の計算については、同一議員について重

複して行うことができない。

（会派の届出）

第４条 政務調査費の交付を受けようとする会派の代表者は、当該

会派の所属議員のうちから経理責任者を定め、会派の名称、経理

責任者の氏名その他議長の定める事項を議長に届け出なければな

らない。

２ 会派の代表者は、前項の規定により届け出た事項に変更が生じ

たときは、速やかに、当該変更の内容その他議長の定める事項を
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（議員 の通知）

第４条 愛媛県議会議長（以下「議長」という。）は 、毎

年度当初に、政務調査費の交付を受けようとする議員の氏名を知

事に通知しなければならない。

２ 議長は、前項の規定による通知の後、年度の途中において議員

の異動 があった場合は、その都度、速やかに、政務調

査費の交付を受けようとする議員の氏名を知事に通知しなければ

ならない。

（交付の決定）

第５条 知事は、前条の規定による通知に係る議員について、政務

調査費の交付の決定を行い、当該議員 に通知しなければ

ならない。

（請求及び交付）

第６条 議員 は、前条の規定による通知を受けた後、四半

期ごとに、速やかに、同条の規定により交付の決定をされた当該

四半期に属する月数分の政務調査費を知事に請求するものとす

る。

２ 省略

３ 議員が一四半期の途中において辞職、失職、死亡、除名又は議

会の解散により議員でなくなったときは、当該議員又はその相続

人は、速やかに、議員でなくなった日の属する月の翌月分（その

日が月の初日の場合は、当月分）以降の政務調査費を知事に返還

しなければならない。

（適正使用）

第７条 議員は、議長が定める使途基準に従い、政務調査費を適正

に使用しなければならない。

（収支報告書）

第８条 議員 は、別記様式による政務調査費に係る収入及

び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を、交付に係る

年度の翌年度の４月３０日までに、議長に提出しなければならな

い。

２ 議員が年度の途中において任期満了、辞職、失職、死亡、除名

又は議会の解散により議員でなくなったときは、当該議員又はそ

の相続人は、前項の規定にかかわらず、議員でなくなった日の属

する月（その日が月の初日の場合は、前月）までの収支報告書

を、議員でなくなった日の翌日から起算して３０日以内に、議長に

提出しなければならない。

３ 収支報告書には、政務調査費による支出のうち１件１万円以上

の支出に係る領収書その他の証拠書類の写しを添えなければなら

ない。

（議長の調査）

第９条 議長は、政務調査費の適正な運用を期するため、前条の規

定により収支報告書及び領収書その他の証拠書類の写し（以下

「収支報告書等」という。）が提出されたときは、必要に応じ調

査を行うことができる。

（政務調査費の返還）

第１０条 知事は、議員がその年度において交付を受けた政務調査費

の総額から、当該議員がその年度において第７条に規定する使途

基準に従って支出した政務調査費の総額を控除して残余がある場

議長に届け出なければならない。

（会派等の通知）

第５条 議長は、前条の規定による届出のあった会派について、毎

年度当初に、会派の名称、所属議員の数その他必要な事項 を知

事に通知しなければならない。

２ 議長は、前項の規定による通知の後、年度の途中において前条

の規定による届出があった場合は、その都度、速やかに、当該届

出の内容 を知事に通知しなければ

ならない。

（交付の決定）

第６条 知事は、前条の規定による通知に係る会派について、政務

調査費の交付の決定を行い、当該会派の代表者に通知しなければ

ならない。

（請求及び交付）

第７条 会派の代表者は、前条の規定による通知を受けた後、四半

期ごとに、速やかに、同条の規定により交付の決定をされた当該

四半期に属する月数分の政務調査費を知事に請求するものとす

る。

２ 省略

３ 一四半期の途中において、政務調査費の交付後に会派の所属議

員の数の変更によりその額に変更が生じたときは、知事は、速や

かに、交付額を調整するものとする。

４ 一四半期の途中において会派が消滅したときは、当該会

派の代表者は

、速やかに、当該消滅した 日の属する月の翌月分（その

日が月の初日の場合は、当月分）以降の政務調査費を知事に返還

しなければならない。

（適正使用）

第８条 会派は、議長が定める使途基準に従い、政務調査費を適正

に使用しなければならない。

（収支報告書）

第９条 会派の代表者は、別記様式による政務調査費に係る収入及

び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を、交付に係る

年度の翌年度の４月３０日までに、議長に提出しなければならな

い。

２ 会派が消滅したときは、会派の代表者は、前項の規定にかかわ

らず、収支報告書を、当該会派が消滅した日の翌日から起算して

３０日以内に、議長に提出しなければならない。

（議長の調査）

第１０条 議長は、政務調査費の適正な運用を期するため、前条の規

定により収支報告書

が提出されたときは、必要に応じ調

査を行うことができる。

（政務調査費の返還）

第１１条 知事は、会派がその年度において交付を受けた政務調査費

の総額から、当該会派がその年度において第８条に規定する使途

基準に従って支出した政務調査費の総額を控除して残余がある場
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合は、当該残余の額に相当する額の政務調査費の返還を命ずるこ

とができる。

（収支報告書等の保存）

第１１条 第８条の規定により提出された収支報告書等は、これを受

理した議長において、これを提出すべき期限の翌日から起算して

５年を経過する日まで保存しなければならない。

（収支報告書等の閲覧）

第１２条 何人も、議長に対し、前条の収支報告書等の閲覧を請求す

ることができる。

２ 議長は、前項の規定に基づく請求があったときは、収支報告書

等に記載されている情報のうち、愛媛県情報公開条例（平成１０年

愛媛県条例第２７号）第７条第２項の非公開情報が記録されている

部分を除いて複写したものを、閲覧に供するものとする。

別記様式（第８条、第９条、第１１条、第１２条関係） 政務調査費に

係る収入及び支出の報告書

合は、当該残余の額に相当する額の政務調査費の返還を命ずるこ

とができる。

（収支報告書 の保存）

第１２条 第９条の規定により提出された収支報告書 は、これを受

理した議長において、これを提出すべき期限の翌日から起算して

５年を経過する日まで保存しなければならない。

別記様式（第９条、第１０条 、第１２条関係） 政務調査費に

係る収入及び支出の報告書

年度政務調査費に係る収入及び支出の報告書

年 月 日

愛媛県議会議長 様

議員氏名 �

愛媛県政務調査費の交付に関する条例（平成１３年愛媛県条例

第３０号）第８条の規定に基づき、次のとおり報告します。

年度政務調査費に係る収入及び支出の報告書

年 月 日

愛媛県議会議長 殿

会 派 名

代表者氏名 �

愛媛県政務調査費の交付に関する条例（平成１３年愛媛県条例

第３０号）第９条の規定に基づき、次のとおり報告します。

１ 省略 １ 省略

２ 支 出 円
２ 支 出 円

３ 収 支 差 額 円

項 目 支出額（円） 備考（主たる経費の内訳） ４ 項 目 支出額（円） 備考（主たる経費の内訳）

支 調 査 研 究 費

研 修 費 支

出 会 議 費

資 料 作 成 費 出

の 資 料 購 入 費

広 報 費 の

内 事 務 所 費

事 務 費 内

訳 人 件 費

合 計 訳 合 計

３ 収支差額（残余） 円

４ 主 な 事 業 内 容 別紙のとおり。

別紙

項 目 主 な 事 業 内 容

調 査 研 究 費

研 修 費

会 議 費

資 料 作 成 費
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資 料 購 入 費

広 報 費

事 務 所 費

事 務 費

人 件 費

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県政務調査費の交付に関する条例の規定（同条例第１２条の規定を除く。）は、平成２０年度分の政務調査費から適用し、平

成１９年度分までの政務調査費については、なお従前の例による。

３ 改正前の愛媛県政務調査費の交付に関する条例第９条の規定により提出された収支報告書に係る改正後の愛媛県政務調査費の交付に関

する条例第１２条の規定による閲覧については、同条第１項中「前条の収支報告書等」とあり、及び同条第２項中「収支報告書等」とある

のは、「収支報告書」とする。

�愛媛県条例第３８号
県議会議員の報酬及び期末手当並びに費用弁償支給条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

県議会議員の報酬及び期末手当並びに費用弁償支給条例の一部を改正する条例

県議会議員の報酬及び期末手当並びに費用弁償支給条例（昭和２３年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第５条 旅費は、別表 の額によるほか、その支給については、

職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の適用を

受ける職員（以下「一般職の職員」という。）の例による。

２ 前項の規定にかかわらず、議員が招集に応じて本会議若しくは

委員会に出席した日又は会期中において議案調査等のために登庁

した日に支給する旅費は、当該出席した日又は登庁した日１日に

つき、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。ただし、公用車その他公用の交通機関を利用して全行程

を旅行した者に係る旅費は、１，５００円とする。

� 招集地から居住地までの往復の行程の距離が１０キロメートル

以下である場合 ３，０００円

� 招集地から居住地までの往復の行程の距離が１０キロメートル

を超える場合 ３，０００円に行程の距離１０キロメートル又は１０キ

ロメートルに満たない端数を増すごとに３７０円を加えた額と高

速自動車国道、西瀬戸自動車道その他の有料の道路の利用料金

（議長が経路、時間、距離その他の事情を考慮して利用の必要

を認めた区間に係るものに限る。）で、その支払つた額の証明

があつたものとを合算した額

第５条 旅費は、別表第１の額によるほか、その支給については、

職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の適用を

受ける職員（以下「一般職の職員」という。）の例による。ただ

し、議会又は委員会の招集に応じた場合にあつては、別表第２の

額による。
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別表 省略 別表第１ 省略

別表第２（第５条関係）

区 分

旅 費 額
�
�
�
�

出席した日��
�
�１日につき

１ 招集地に居住するとき。 ８，３００円

２ 行程の距離が５０キロメートル未満の区域

内に居住するとき（１の場合を除く。）。
１０，２００円

３ 行程の距離が５０キロメートル以上１００キ

ロメートル未満の区域内に居住するとき。
１２，０００円

４ 行程の距離が１００キロメートル以上１５０キ

ロメートル未満の区域内に居住するとき。
１３，９００円

５ 行程の距離が１５０キロメートル以上２００キ

ロメートル未満の区域内に居住するとき。
１５，７００円

６ 行程の距離が２００キロメートル以上２５０キ

ロメートル未満の区域内に居住するとき。
１７，６００円

７ 行程の距離が２５０キロメートル以上の区

域内に居住するとき。
１９，４００円

備考 この表において「出席した日」とは、次に掲げる日をい

う。

� 本会議又は委員会に出席した日

� 会期中における議案調査等に要する日であつて、愛媛

県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）に

規定する県の休日以外の日（�に掲げる日を除く。）

附 則

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第３９号
愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２０年３月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例

愛媛県議会委員会条例（昭和２９年愛媛県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（常任委員会）

第１条 愛媛県議会に次の常任委員会を置き、その所管に属する事

務の調査を行ない、議案、請願、陳情等を審査する。

�～� 省略

� 経済企業委員会

� 省略

� 文教警察委員会

（常任委員会の所管）

第２条 各常任委員会の所管事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 経済企業委員会

ア～ウ 省略

（常任委員会）

第１条 愛媛県議会に次の常任委員会を置き、その所管に属する事

務の調査を行ない、議案、請願、陳情等を審査する。

�～� 省略

� 警察経済委員会

� 省略

� 文教委員会

（常任委員会の所管）

第２条 各常任委員会の所管事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 警察経済委員会

ア～ウ 省略

エ 公安委員会の所掌に属する事項
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� 省略

� 文教警察委員会

ア 教育委員会の所掌に属する事項

イ 公安委員会の所掌に属する事項

� 省略

� 文教委員会

教育委員会の所掌に属する事項

附 則

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

２ この条例施行の際、次の表の左欄に掲げる常任委員会の委員に選任されている者は、それぞれ当該右欄に掲げる常任委員会の委員に選

任されたものとみなす。

警察経済委員会 経済企業委員会

文教委員会 文教警察委員会

平成２０年３月２８日 発行
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